
曜日 曜日

月 月

1 2日 入学式 1 2 3 4 5 6 7 1日 後期開始

2 3 4 5 6 7 8 3日～7日 前期オリエンテーション 8 9 10 11 12 13 14

4 月 9 10 11 12 13 14 15 10日 前期授業開始 10 月 15 16 17 18 19 20 21 9日 スポーツの日

16 17 18 19 20 21 22 22 23 24 25 26 27 28 注：31日 金曜日の授業を行う

23 24 25 26 27 28 29 29日 昭和の日 29 30 31

30

1 2 3 4 5 6 注：1日 木曜日の授業を行う 1 2 3 4 3日 文化の日

7 8 9 10 11 12 13 注：2日 金曜日の授業を行う 5 6 7 8 9 10 11 3日～5日 大学祭

5 月 14 15 16 17 18 19 20 3日 憲法記念日 11 月 12 13 14 15 16 17 18 22日 補講日

21 22 23 24 25 26 27 4日 みどりの日 19 20 21 【22】 23 24 25 23日 勤労感謝の日

28 29 30 31 5日 こどもの日 26 27 28 29 30

1 2 3 1 2

4 5 6 7 【8】 9 10 8日 補講日 3 4 5 6 7 8 9

6 月 11 12 13 14 15 16 17 12 月 10 11 12 13 14 15 16

18 19 20 21 22 23 24 17 18 19 20 21 22 23 25日～1月4日 冬季休業

25 26 27 28 29 30 24 25 26 27 28 29 30

31

1 1 2 3 4 5 6 1日 元日

2 3 4 5 6 7 8 7 8 9 10 11 12 13 注：5日 月曜日の授業を行う

7 月 9 10 11 12 13 14 15 注：14日 月曜日の授業を行う 1 月 14 15 16 17 18 19 20 7日
共通到達度確認試験実施
（未修1年次生対象）

16 17 18 19 20 21 22 17日 海の日 21 22 23 24 25 26 27 8日 成人の日

23 24 25 26 27 28 29 28 29 30 31 12日 共通テスト実施に伴う臨時休講

30 31 31日～8月4日 期末試験期間 13,14日 大学入学共通テスト

1 2 3 4 5 7日 補講日 1 2 3 5日～9日 期末試験期間

6 【7】 8 9 10 11 12 11日 山の日 4 5 6 7 8 9 10
11日
12日

建国記念の日
振替休日

8 月 13 14 15 16 17 18 19 12日～16日 夏季一斉休業 2 月 11 12 【13】 14 15 16 17 13日 補講日

20 21 22 23 24 25 26 21日～9月15日 集中講義期間 18 19 20 21 22 23 24 22日 成績公表

27 28 29 30 31 23日 成績公表 25 26 27 28 29
23日

25,26日
天皇誕生日
一般選抜（前期日程）

25,28日 異議申立期間 27,28日 異議申立期間

1 2 1 2

3 4 5 6 7 8 9 12日～14日 後期オリエンテーション 3 4 5 6 7 8 9

9 月 10 11 12 13 14 15 16 18日 敬老の日 3 月 10 11 12 13 14 15 16 20日 春分の日

17 18 19 20 21 22 23 23日 秋分の日 17 18 19 20 21 22 23 25日 学位記等授与式

24 25 26 27 28 29 30 25日 学位記等授与式 24 25 26 27 28 29 30

31

16 16 16 16 16 16 16 16 16 16

7月14日を含む    5月2日を含む 　 1月5日を含む 10月31日を含む

  5月1日を含む

休業日及び臨時休講を示す。

他の曜日の授業を行う日を示す。

【　】 補講日

※法学部法曹プログラムに提供する科目の補講については，原則『補講日』に行う。

２０２３（令和５）年度　法務研究科授業日程計画

日 月 火 水 木 金 土 　　備　　　　　　　　　考 土 　　備　　　　　　　　　考

前期計 授業週数（含試験） 後期計 授業週数（含試験）

日 月 火 水 木 金

－ 1 －



 
 

Ⅰ 授業科目の履修方法 
１ 教育課程の編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）

卒業認定・学位授与の方針（ディグリー・ポリシー）で掲げた力を修得した人材を養成

するため，法務研究科として以下の方針及び考え方に基づき，教育課程を編成し，実践し

ます。

教育の実施方針：

持続可能社会の実践に向けて学生が主体的に学び続ける能力を育成する教育を実施しま

す。

教育内容および方法，評価の考え方：

主体的・対話的で深い学びの視点から，「何を教えたか」から学生が「何ができるように

なったか」を重視して，以下の教育内容および方法，評価を提供します。

〇 カリキュラム編成

卒業認定・学位授与の方針に示された５つの能力（専門力，実践力，探究力，教養力・

洞察力，コミュニケーション力）を養成するため，法律基本科目群，実務基礎科目群，

基礎法学・隣接法律科目群及び展開・先端科目群からなるカリキュラムを構成します。

法学未修者と法学既修者がともに無理なく体系的に学修できるよう段階的・螺旋的に

科目を配置します。さらに，地域に根差し，社会的弱者などに目を向けた人権感覚豊か

な法曹育成のため，展開・先端科目群に，医療・福祉系科目，法とビジネス系科目，地

域の企業，行政及び専門家と連携して授業を実施する科目を配置します。

未修 年次

・入門科目により，多様な入学者が自ら学修計画を立てての主体的な学習に誘います。

・法律基本科目群（基礎科目）の学修により，「専門力」の基礎を固めます。

・基礎法学・隣接科目群の学修により，「教養力・洞察力」を養成します。

未修 年次及び既修 年次

・法律基本科目群（基幹科目）の学修により，「専門力」の深化と「探究力」を培います。

・実務基礎科目群により，「実践力」，「コミュニケーション力」を獲得し，あわせて法曹

倫理により，実践的な倫理観や社会正義観念を修得します。

・基礎法学・隣接法律科目群により，引き続き「教養力・洞察力」を涵養します。

・展開・先端科目群により，「探究力」，「コミュニケーション力」を磨きます。

未修 年次及び既修 年次

・法律基本科目群（基幹科目）により，「専門力」を完成させ，「探究力」を獲得します。

・実務基礎科目群により，「実践力」，「コミュニケーション力」を完成させます。

－ 3 －



 
 

・展開・先端科目群により，「探究力」，「コミュニケーション力」を獲得します。

〇 主体的な学修計画

司法試験在学中受験希望者には，上記の段階的・体系的な学修過程に沿う形で，在学

中受験が可能となるカリキュラムを提供します。司法試験在学中受験の有無を含め，主

体的な学修計画が策定できるよう，多様な手段でガイダンスを行います。

〇 能動的学習の充実

法の理論と実務の架橋を目指し，学生が専門知識を体系的に修得でき，実践的法運用

能力・総合的判断力・批判能力を涵養するため，きめこまかい少人数授業を実施します。

双方向型及び多方向型授業により，学生一人一人の主体的・能動的な学修の充実を図り

ます。予習及び復習事項を詳細に指示し，学生の理解度を随時確認し，授業後は質問対

応やレポート指導などのフォローを実施します。

〇 成績評価の方法

これらの教育課程の編成及び実施の趣旨に照らし，法科大学院生が最低限修得すべき

内容を踏まえて，各科目における学修成果について，プロセス評価５０％，期末試験５

０％の評価比率による絶対評価を行い，７０点以上を合格として，厳格な成績評価を行

います。

教育の質保証の考え方：

教育の質を保証するため， 協議会を設け，成績評価結果の検証を含め，授業評価等，

教育内容及び方法の点検及び自己評価を行い，継続的な改善に取り組みます。

正課外教育の考え方：

学生が授業での学びを越えて自らの成長を実感できる正課外の機会を提供します。

 
＊【カリキュラム・マップ】・・・ 参照

 
２ 学位

「岡山大学大学院法務研究科」の修了者には，「法務博士（専門職）」の学位を授与する。 

３ カリキュラム内容 ゴシック体は必修科目であることを表す。 

Ａ 法律基本科目群……Ⅰ，Ⅱはすべて必修，Ⅲは２単位選択必修

Ⅰ 基礎科目 
公法系 憲法Ⅰ（統治）（２） 

憲法Ⅱ（人権）（２） 
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・展開・先端科目群により，「探究力」，「コミュニケーション力」を獲得します。

〇 主体的な学修計画

司法試験在学中受験希望者には，上記の段階的・体系的な学修過程に沿う形で，在学

中受験が可能となるカリキュラムを提供します。司法試験在学中受験の有無を含め，主

体的な学修計画が策定できるよう，多様な手段でガイダンスを行います。

〇 能動的学習の充実

法の理論と実務の架橋を目指し，学生が専門知識を体系的に修得でき，実践的法運用

能力・総合的判断力・批判能力を涵養するため，きめこまかい少人数授業を実施します。

双方向型及び多方向型授業により，学生一人一人の主体的・能動的な学修の充実を図り

ます。予習及び復習事項を詳細に指示し，学生の理解度を随時確認し，授業後は質問対

応やレポート指導などのフォローを実施します。

〇 成績評価の方法

これらの教育課程の編成及び実施の趣旨に照らし，法科大学院生が最低限修得すべき

内容を踏まえて，各科目における学修成果について，プロセス評価５０％，期末試験５

０％の評価比率による絶対評価を行い，７０点以上を合格として，厳格な成績評価を行

います。

教育の質保証の考え方：

教育の質を保証するため， 協議会を設け，成績評価結果の検証を含め，授業評価等，

教育内容及び方法の点検及び自己評価を行い，継続的な改善に取り組みます。

正課外教育の考え方：

学生が授業での学びを越えて自らの成長を実感できる正課外の機会を提供します。

 
＊【カリキュラム・マップ】・・・ 参照

 
２ 学位

「岡山大学大学院法務研究科」の修了者には，「法務博士（専門職）」の学位を授与する。 

３ カリキュラム内容 ゴシック体は必修科目であることを表す。 

Ａ 法律基本科目群……Ⅰ，Ⅱはすべて必修，Ⅲは２単位選択必修

Ⅰ 基礎科目 
公法系 憲法Ⅰ（統治）（２） 

憲法Ⅱ（人権）（２） 

 
 

民事法系 民法Ⅰ（４） 
民法Ⅱ（４） 
民法Ⅲ（４） 
商法（４） 
民事訴訟法（４） 

刑事法系 刑法（４） 
刑事訴訟法（４） 

入門科目 法解釈入門（２） 
Ⅱ 基幹科目 

基礎科目 公法系 行政法特論（２） 
 

応用科目 
 
公法系 

人権演習（２） 
憲法演習（２） 
行政法演習（２）

 
民事法系 

民法演習Ⅰ（２）  
民法演習Ⅱ（２） 
民法演習Ⅲ（２） 
商法演習（４） 
民事訴訟法演習（２） 

刑事法系 刑法演習（４） 
刑事訴訟法演習（２） 

Ⅲ 選択必修科目 
基礎科目 公法系 行政法解釈の基礎（２） 

応用科目 

公法系 公法応用演習（２） 

民事法系 
民事法応用演習（２） 
商取引法（２） 

刑事法系 刑事法応用演習（２） 
 
Ｂ 実務基礎科目群……Ⅰは必修，Ⅱは 科目選択必修，Ⅲは選択

Ⅰ 必修科目 法曹倫理（２） 
要件事実と事実認定の基礎（２） 
民事訴訟実務（２） 
刑事訴訟実務（２） 

ローヤリング（１） 
Ⅱ 選 択 

必修科目 
エクスターンシップ・クリニック（２） 
または 模擬裁判（２） 

Ⅲ 選択科目 要件事実・民事法演習（２） 
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Ｃ 基礎法学・隣接科目群……４単位選択必修

Ⅰ 基礎法学科目 
法哲学（２）/ 法社会学（２）/ 法制史（２）/ 英米法（２） 

Ⅱ 隣接科目 
    行政学（２）/ 企業会計論（２） /  社会保障制度論（２） 

Ｄ 展開・先端科目群……Ⅰから４単位選択必修，かつ

ⅡまたはⅢの同じ分野から４単位選択必修

Ⅰ 司法試験選択科目系 
経済法（独禁法）Ⅰ（２）/ 経済法（独禁法）Ⅱ（２）/ 倒産処理法Ⅰ（破産法）（２）

/ 倒産処理法Ⅱ（民事再生法）（２）/ 労働法Ⅰ（２）/ 労働法Ⅱ（２） 
/ 知的財産法Ⅰ（２）/ 知的財産法Ⅱ（２）/ 税法（２）/ 国際法（２） 
/ 国際私法（２）/ 環境法（２） 

Ⅱ 医療・福祉系 
医事法Ⅰ（２）/ 医事法Ⅱ（２）/ 社会保障法（２）/ 家事事件特論（２） 
/ 家族法実務（２）/ 医療福祉研究（ネットワーク・セミナー）（２）/ 消費者法（２）

/ 福祉リスクマネジメント論（２）/ リーガルソーシャルワーク演習（２） 
/ 住民訴訟法（２）/ 少年法（２） 

Ⅲ 法とビジネス系 
経済法（事例研究）Ⅲ（２）/  民事執行・保全法（２）/ 経済刑法（２） 
/ 応用労働法（２）/ 上場会社法制（２）/ 企業法務（２）/ 保険法（２） 
/ 不動産登記法（２）/  地域組織内法務（ネットワーク・セミナー）（２） 
/ 情報法（２）/ 裁判外紛争解決制度論（２） 

「Ｃ 基礎法学・隣接科目群」及び「Ｄ 展開・先端科目群」のうち一部の科目は，隔年

で開講する。 

－ 6 －



 
 

Ｃ 基礎法学・隣接科目群……４単位選択必修

Ⅰ 基礎法学科目 
法哲学（２）/ 法社会学（２）/ 法制史（２）/ 英米法（２） 

Ⅱ 隣接科目 
    行政学（２）/ 企業会計論（２） /  社会保障制度論（２） 

Ｄ 展開・先端科目群……Ⅰから４単位選択必修，かつ

ⅡまたはⅢの同じ分野から４単位選択必修

Ⅰ 司法試験選択科目系 
経済法（独禁法）Ⅰ（２）/ 経済法（独禁法）Ⅱ（２）/ 倒産処理法Ⅰ（破産法）（２）

/ 倒産処理法Ⅱ（民事再生法）（２）/ 労働法Ⅰ（２）/ 労働法Ⅱ（２） 
/ 知的財産法Ⅰ（２）/ 知的財産法Ⅱ（２）/ 税法（２）/ 国際法（２） 
/ 国際私法（２）/ 環境法（２） 

Ⅱ 医療・福祉系 
医事法Ⅰ（２）/ 医事法Ⅱ（２）/ 社会保障法（２）/ 家事事件特論（２） 
/ 家族法実務（２）/ 医療福祉研究（ネットワーク・セミナー）（２）/ 消費者法（２）

/ 福祉リスクマネジメント論（２）/ リーガルソーシャルワーク演習（２） 
/ 住民訴訟法（２）/ 少年法（２） 

Ⅲ 法とビジネス系 
経済法（事例研究）Ⅲ（２）/  民事執行・保全法（２）/ 経済刑法（２） 
/ 応用労働法（２）/ 上場会社法制（２）/ 企業法務（２）/ 保険法（２） 
/ 不動産登記法（２）/  地域組織内法務（ネットワーク・セミナー）（２） 
/ 情報法（２）/ 裁判外紛争解決制度論（２） 

「Ｃ 基礎法学・隣接科目群」及び「Ｄ 展開・先端科目群」のうち一部の科目は，隔年

で開講する。 

 
 

４ 課程修了要件

 法学未修者
（３年型） 

法学既修者
（２年型） 

「Ａ 法律基本科目群」のうち必修科目
６０単位 

（ＡⅠ科目及びＡⅡ科目） 

２６単位 
（ＡⅡ科目） 

「Ａ 法律基本科目群」のうち選択必修科目 ２単位 ２単位 

「Ｂ 実務基礎科目群」のうち必修科目 ９単位 ９単位 

「Ｂ 実務基礎科目群」のうち選択必修科目 ２単位 ２単位 

「 基礎法学・隣接科目群」のうち選択必修科目 ４単位 ４単位 

「Ⅾ 展開・先端科目群」の科目
１２単位 

（選択必修科目８単位を含む） 
１２単位 

（選択必修科目８単位を含む） 

その他の科目 ８単位以上 8 単位以上 

合 計 ９７単位以上 ６３単位以上

＊ 履修モデル・・・ 参照

なお，修了認定に関して，修了要件単位数の集計の過誤等事務的処理に異議がある場合

は，異議申立てを行うことができる。

５ 進級要件

法学未修者（３年型）

以下 及び の要件を満たすときは，２年次への進級を認める。

「１年次に修得しなければならない必修科目ＡⅠ科目（法律基本科目群の基礎科目）

３４単位のうち２６単位以上を修得していること」

「進級判定を受ける年度の共通到達度確認試験を受験して，その合計得点が全国平

均点以上であること」

ただし， の要件を満たし，かつ， の要件を満たさない者が以下①又は②の要件の

いずれかを満たすときは，２年次への進級を認める。

①基礎科目（ＡⅠ科目）のＧＰＡが２．０以上であること

②基礎科目（ＡⅠ科目）のＧＰＡが２．０未満であるときは，進級判定時までに所定

の特別プログラムを完了すること

法学既修者（２年型）

進級要件は設けない。

なお，進級認定に関して，進級要件単位数の集計の過誤等事務的処理に異議がある場合

は，異議申立てを行うことができる。
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６ 科目履修要件

「ローヤリング」，「エクスターンシップ・クリニック」，「模擬裁判」には，以下の履修

要件が定められている。そこに挙げられている科目の単位取得が履修の要件となる。 
＊併せて「Ⅵ 実務実習科目の履修（ ）２ 実務実習科目受講資格」を確認すること。

履修要件：法曹倫理  
要件事実と事実認定の基礎 
民事訴訟法演習 または 刑事訴訟法演習のどちらかの科目 

 
７ 履修単位数の上限

各年度において学生が履修科目として登録することができる単位数は，以下のとおりと

する。 

年 次 
法学未修者
（３年型） 

法学既修者
（２年型） 

１年次 ４０単位 ３６単位 

２年次 ３６単位 ４２単位 

３年次 ４２単位  

＊法学未修者（３年型）修得単位の上限：１１８単位 

＊法学既修者（２年型）修得単位の上限：７８単位 

 

８ 各学年で履修できる科目

配当年次 科目群 ・ 科目名 

法学未修者１年次 ・「Ａ 法律基本科目群」のうちⅠ基礎科目 

法学未修者１年次 

法学既修者１年次 
・「Ｃ 基礎法学・隣接科目群」 

法学未修者２年次 

法学既修者１年次 

・「Ａ 法律基本科目群」のうち 

Ⅱ基幹科目 及び Ⅲ選択必修科目

（「公法応用演習」，「民事法応用演習」及び「「刑事法応用演習」 

を除く） 

 

・「Ｂ 実務基礎科目群」のうち 

「法曹倫理」，「要件事実と事実認定の基礎」，「民事訴訟実務」

及び「刑事訴訟実務」 

 

・「Ｄ 展開・先端科目群」 
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６ 科目履修要件

「ローヤリング」，「エクスターンシップ・クリニック」，「模擬裁判」には，以下の履修

要件が定められている。そこに挙げられている科目の単位取得が履修の要件となる。 
＊併せて「Ⅵ 実務実習科目の履修（ ）２ 実務実習科目受講資格」を確認すること。

履修要件：法曹倫理  
要件事実と事実認定の基礎 
民事訴訟法演習 または 刑事訴訟法演習のどちらかの科目 

 
７ 履修単位数の上限

各年度において学生が履修科目として登録することができる単位数は，以下のとおりと

する。 

年 次 
法学未修者
（３年型） 

法学既修者
（２年型） 

１年次 ４０単位 ３６単位 

２年次 ３６単位 ４２単位 

３年次 ４２単位  

＊法学未修者（３年型）修得単位の上限：１１８単位 

＊法学既修者（２年型）修得単位の上限：７８単位 

 

８ 各学年で履修できる科目

配当年次 科目群 ・ 科目名 

法学未修者１年次 ・「Ａ 法律基本科目群」のうちⅠ基礎科目 

法学未修者１年次 

法学既修者１年次 
・「Ｃ 基礎法学・隣接科目群」 

法学未修者２年次 

法学既修者１年次 

・「Ａ 法律基本科目群」のうち 

Ⅱ基幹科目 及び Ⅲ選択必修科目

（「公法応用演習」，「民事法応用演習」及び「「刑事法応用演習」 

を除く） 

 

・「Ｂ 実務基礎科目群」のうち 

「法曹倫理」，「要件事実と事実認定の基礎」，「民事訴訟実務」

及び「刑事訴訟実務」 

 

・「Ｄ 展開・先端科目群」 

 
 

法学未修者３年次 

法学既修者２年次 

・「Ａ 法律基本科目群」のうち 

「公法応用演習」，「民事法応用演習」及び「刑事法応用演習」 

 
・「Ｂ 実務基礎科目群」のうち 

「ローヤリング」，「エクスターンシップ・クリニック」， 

「模擬裁判」及び「要件事実・民事法演習」 

９ 司法試験の在学中受験資格認定要件

（１） 司法試験が行われる日が属する年の３月３１日までの時点において下記の単位を修

得していること。

年 次 
法学未修者
（３年型） 

法学既修者
（２年型） 

AⅠ科目（「法解釈入門を除く」）

及び AⅡ科目のうち基礎科目 
３０単位以上 - 

AⅡ科目のうち応用科目 １８単位以上 １８単位以上 

ⅮⅠ科目 ４単位以上 ４単位以上 

（２） 司法試験が行われる日が属する年の４月１日から１年以内に課程修了要件を満たさ

ないことが明らかでないこと。

 
１０ 開講の形態と授業方法

（１）開講時期

昼間に開講することとする。授業日は原則として月曜から金曜とするが，実習科目

等履修上の都合で土曜に授業を行うこともある。履修上の都合で土曜に授業を行う可

能性がある実務科目は，「ローヤリング」，「エクスターンシップ・クリニック」及び「模

擬裁判」である。 

（２）開講の形態―少人数教育

A科目群（法律基本科目）並びに B 科目群(実務基礎科目)のうち演習科目については，

原則として１クラス２０人程度とする少人数教育を行う。他の科目は，通常 1 クラス

とする。 

 
（３）授業方法

① 法律基本科目・基礎科目（法学未修者１年次必修）

法律の体系的理解を得ることに重点を置きつつ，設例問題などについて学生との議

論を通した双方向・多方向の授業を実施し，また，小テスト・レポート課題などによ

り体系的理解の定着を図る。特に，法学未修者１年次必修科目では，法律学習の最初

の時期に基本的なことをきちんと表現できる能力を身につけることを重視する。 
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② 法律基本科目・基幹科目（法学未修者２年次・法学既修者１年次必修）

少人数の演習方式の授業を実施する。演習の授業では，各科目の重要なテーマに関

する最新判例や代表的判例，生の事件を題材にして，判例の分析・批判的検討などに

よる事例研究を中心とする。教員が予め設問を提示し，学生が予習してそれに答えか

つ議論する双方向・多方向の授業を行う。設問，テーマ等に基づくディベート，共同

事例研究なども実施し，かつ課題レポートの提出を求める機会を多くして，「創造的な

思考力，事実に関する法的分析能力，法的議論能力」の育成を図る。 
 

③ 実務基礎科目 
実務基礎科目では，実際に起こった事件，モデル訴訟記録などを用いてその解決に

ついて実感をもって実務を学ぶ。その内容は，かつての司法修習の前期修習を念頭に

置き，それを批判的に検討しながら，双方向・多方向の授業を行う。 
 

④ その他の科目 
その他の科目では，その性格に応じた方法を取る。基本的には，双方向・多方向の

議論やレポート提出を通して，自ら考え表現する能力を身につけることを目標とする。 
 

⑤ 理論と実務の架橋 
法科大学院では，理論と実務の架橋を目指した教育をする。そのために，一部は実

務基礎科目と関連基幹科目で共通の教材を使い（例えば，要件事実・民事法演習で使

う教材を使って，他の個別科目の視点から深く掘り下げて授業をする），実務の視点，

理論の視点を明確に意識させ，トータルな思考を習得できるように授業を実施する。

授業は，実務家教員と研究者教員との共同授業を実施する。その際は，内容に応じ，

他の分野の教員，広義の実務家（法律実務家以外の者）など，多様な講師が参加する。 
 

⑥ ネットワーク・セミナー方式の活用＝総合的判断能力の育成 
岡山大学法科大学院の教育目標のひとつである総合的判断能力育成のために，科目

横断的な授業を実施する。具体的には，いくつかの題材を各分野の科目で教材として

使用し，各科目ではその分野の視点から授業をし，その後それについてネットワーク・

セミナーを開催し，実務家を含めてその問題点，解決方法等を議論することで総合的

判断能力の育成を目指す。なお，ネットワーク・セミナーは，展開・先端科目の医療・

福祉系及び法とビジネス系では，授業科目となっている。また，実務実習科目である

「ローヤリング」，「エクスターンシップ・クリニック」，「模擬裁判」では，授業の中

に組み込まれている。さらに，科目横断的に，ネットワーク・セミナー方式の授業を

取り入れる場合があるので，掲示等に注意しておくこと。 
 
（４）オフィスアワー

授業内容等，担当科目の教員が授業科目に関する質問･相談を受けるオフィスアワー

を設ける。各教員のオフィスアワーは，時間割及びシラバスに記載されているので，

各自確認すること。 
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② 法律基本科目・基幹科目（法学未修者２年次・法学既修者１年次必修）

少人数の演習方式の授業を実施する。演習の授業では，各科目の重要なテーマに関

する最新判例や代表的判例，生の事件を題材にして，判例の分析・批判的検討などに

よる事例研究を中心とする。教員が予め設問を提示し，学生が予習してそれに答えか

つ議論する双方向・多方向の授業を行う。設問，テーマ等に基づくディベート，共同

事例研究なども実施し，かつ課題レポートの提出を求める機会を多くして，「創造的な

思考力，事実に関する法的分析能力，法的議論能力」の育成を図る。 
 

③ 実務基礎科目 
実務基礎科目では，実際に起こった事件，モデル訴訟記録などを用いてその解決に

ついて実感をもって実務を学ぶ。その内容は，かつての司法修習の前期修習を念頭に

置き，それを批判的に検討しながら，双方向・多方向の授業を行う。 
 

④ その他の科目 
その他の科目では，その性格に応じた方法を取る。基本的には，双方向・多方向の

議論やレポート提出を通して，自ら考え表現する能力を身につけることを目標とする。 
 

⑤ 理論と実務の架橋 
法科大学院では，理論と実務の架橋を目指した教育をする。そのために，一部は実

務基礎科目と関連基幹科目で共通の教材を使い（例えば，要件事実・民事法演習で使

う教材を使って，他の個別科目の視点から深く掘り下げて授業をする），実務の視点，

理論の視点を明確に意識させ，トータルな思考を習得できるように授業を実施する。

授業は，実務家教員と研究者教員との共同授業を実施する。その際は，内容に応じ，

他の分野の教員，広義の実務家（法律実務家以外の者）など，多様な講師が参加する。 
 

⑥ ネットワーク・セミナー方式の活用＝総合的判断能力の育成 
岡山大学法科大学院の教育目標のひとつである総合的判断能力育成のために，科目

横断的な授業を実施する。具体的には，いくつかの題材を各分野の科目で教材として

使用し，各科目ではその分野の視点から授業をし，その後それについてネットワーク・

セミナーを開催し，実務家を含めてその問題点，解決方法等を議論することで総合的

判断能力の育成を目指す。なお，ネットワーク・セミナーは，展開・先端科目の医療・

福祉系及び法とビジネス系では，授業科目となっている。また，実務実習科目である

「ローヤリング」，「エクスターンシップ・クリニック」，「模擬裁判」では，授業の中

に組み込まれている。さらに，科目横断的に，ネットワーク・セミナー方式の授業を

取り入れる場合があるので，掲示等に注意しておくこと。 
 
（４）オフィスアワー

授業内容等，担当科目の教員が授業科目に関する質問･相談を受けるオフィスアワー

を設ける。各教員のオフィスアワーは，時間割及びシラバスに記載されているので，

各自確認すること。 

 
 

 
 

Ⅱ 成績評価 
１ 成績評価の基準

（１）成績評価は，法科大学院の学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）を踏まえ，授

業科目ごとに「到達目標」を設定し，履修者の達成度に応じて行う。具体的には，各科目

における学修成果についてプロセス評価５０％，期末試験５０％の評価比率による絶対評

価を行い，７０点以上を合格とする。

（２）成績評価区分は，以下の６段階とする。ただし，「ローヤリング」，「模擬裁判」及び

「エクスターンシップ・クリニック」については，その成績評価を「修了」または「不可」

とする。

評語 評点 基  準 
Ａ ９０点以上 到達目標を十分に達成し，極めて優秀な成果を収めている。

Ａ ８５～８９点 到達目標を達成し，優秀な成果を収めている。

Ｂ ８０～８４点 到達目標を達成し，良好な成果を収めている。

Ｂ ７５～７９点 到達目標を達成し，一定の成果を収めている。

Ｃ ７０～７４点 到達目標を概ね達成している。

不可 ７０点未満 到達目標を達成していない。

（３）「A法律基礎科目群」の中の「Ⅰ基礎科目」「Ⅱ基幹科目」については，特に厳格な成

績評価を行い，同一の成績区分に評価が集中することは避けるよう努める。Ｃ以上の成績

を得た者が１０名以上の科目にあっては，原則として，「Ａ 」及び「Ａ」の合計が３０％

以内，「Ａ 」，「Ａ」及び「Ｂ 」の合計が６０％以内，「Ａ 」，「Ａ」，「Ｂ 」，「Ｂ」の合計

が８０％以内を目安とする。

 
※ＧＰ及びＧＰＡの定義

ＧＰとは，各年次の対象科目の成績評価を下記のとおり得点化したものをいい，

ＧＰＡとは，ＧＰを各科目の単位数倍した和を，単位数の総和で除したものをいう。

Ａ ：５点，Ａ ４点，Ｂ ：３点，Ｂ ２点，Ｃ：１点，不可：０点

（４）成績評価は，①各学期終了時に行われる試験，②各回の講義における発表・討論な

ど授業への学生の取り組み，レポート，小テストなどを総合的に評価して行う。

なお，授業回数の３分の１を超えて欠席した場合は，当該授業科目の成績評価を「不可」

とする。

ただし，「学生の通学困難となる事由が発生した場合における授業等の取扱いについて」

（ ）に基づく公欠・準公欠・出席停止の場合は，出席として扱う。
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２ 試験・追試験について

（１）試験は，通常，授業の終了した授業科目について，その授業の行われた学期の終わ

りに行う。担当教員によっては，授業期間中に行うことも，また，学期末試験を実施

しないこともある。成績評価における試験の位置づけは，各授業科目のシラバスを参

照すること。

（２）各授業科目の試験日，試験時間及び注意事項等については，掲示等により通知する。

（３）試験に際しては学生証を所持し，試験中机上に提示しておく。また，試験に際して

あらかじめ許可されたもの以外のものを使用してはならない。

（４）以上のほか試験室では，すべて監督者の指示に従わなければならない。

（５）試験中の誤解を招くような態度や不正行為は厳に慎むこと。不正行為が判明した場

合には，学則の定めるところにより懲戒する。さらに不正行為が行われた時点におい

て既に単位が認定されている授業科目を除いて，当該学期に履修登録している全ての

授業科目（通年で開講する授業科目・「ローヤリング」「エクスターンシップ・クリニ

ック」及び「模擬裁判」を含む。）の単位は認定しない。 
（６）病気その他止むを得ない事由により，学期末試験の追試験を希望する者は，法務研

究科教務担当に願い出て，研究科長の許可を得なければならない。

（７）追試験の願い出は，事前もしくは当該試験日の翌日午前中（当該試験の日が金曜日

又は試験期間の末日の場合は，当該日の 時）までに，事由を記載した追試験願（所

定用紙）に診断書又は証明書等を添付しなければならない。試験当日の発病等，追試

験願の提出が困難な特別な事情がある場合は，当該試験日の翌日午前中（当該試験の

日が金曜日又は試験期間の末日の場合は，当該日の１７時）までに法務研究科教務担

当へ追試験を希望する旨を連絡しなければならない。

（８）追試験が許可されるのは，病気，交通事情等による欠席，忌引き，その他相当の事

情がある場合に限る。

（９）試験日，試験時間及び注意事項等については，法務研究科教務担当から通知する。

なお，追試験の追試験は原則として認めない。

Ⅲ 成績評価に対する異議申立 
１ 学生は自己の各科目の成績評価について異議を申し立て，審査を受けることができる。 
２ 異議は，申立期間内に申し立てなければならない。申立期間については，その都度，

掲示する。 
３ 異議の申立ては，所定の書面を法務研究科教務担当に提出するものとする。異議申立

書には，異議理由を記載しなければならない。異議は１科目につき１回のみ申し立てる

ことができる。複数の異議事由がある場合には，併せて申し立てることとする。 
４ 学生は，異議を申し立てる前に，疑義がある科目の担当教員に説明を求めることがで

きる。担当教員は，学生の説明要求に対して誠実に対応しなければならない。 
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２ 試験・追試験について

（１）試験は，通常，授業の終了した授業科目について，その授業の行われた学期の終わ

りに行う。担当教員によっては，授業期間中に行うことも，また，学期末試験を実施

しないこともある。成績評価における試験の位置づけは，各授業科目のシラバスを参

照すること。

（２）各授業科目の試験日，試験時間及び注意事項等については，掲示等により通知する。

（３）試験に際しては学生証を所持し，試験中机上に提示しておく。また，試験に際して

あらかじめ許可されたもの以外のものを使用してはならない。

（４）以上のほか試験室では，すべて監督者の指示に従わなければならない。

（５）試験中の誤解を招くような態度や不正行為は厳に慎むこと。不正行為が判明した場

合には，学則の定めるところにより懲戒する。さらに不正行為が行われた時点におい

て既に単位が認定されている授業科目を除いて，当該学期に履修登録している全ての

授業科目（通年で開講する授業科目・「ローヤリング」「エクスターンシップ・クリニ

ック」及び「模擬裁判」を含む。）の単位は認定しない。 
（６）病気その他止むを得ない事由により，学期末試験の追試験を希望する者は，法務研

究科教務担当に願い出て，研究科長の許可を得なければならない。

（７）追試験の願い出は，事前もしくは当該試験日の翌日午前中（当該試験の日が金曜日

又は試験期間の末日の場合は，当該日の 時）までに，事由を記載した追試験願（所

定用紙）に診断書又は証明書等を添付しなければならない。試験当日の発病等，追試

験願の提出が困難な特別な事情がある場合は，当該試験日の翌日午前中（当該試験の

日が金曜日又は試験期間の末日の場合は，当該日の１７時）までに法務研究科教務担

当へ追試験を希望する旨を連絡しなければならない。

（８）追試験が許可されるのは，病気，交通事情等による欠席，忌引き，その他相当の事

情がある場合に限る。

（９）試験日，試験時間及び注意事項等については，法務研究科教務担当から通知する。

なお，追試験の追試験は原則として認めない。

Ⅲ 成績評価に対する異議申立 
１ 学生は自己の各科目の成績評価について異議を申し立て，審査を受けることができる。 
２ 異議は，申立期間内に申し立てなければならない。申立期間については，その都度，

掲示する。 
３ 異議の申立ては，所定の書面を法務研究科教務担当に提出するものとする。異議申立

書には，異議理由を記載しなければならない。異議は１科目につき１回のみ申し立てる

ことができる。複数の異議事由がある場合には，併せて申し立てることとする。 
４ 学生は，異議を申し立てる前に，疑義がある科目の担当教員に説明を求めることがで

きる。担当教員は，学生の説明要求に対して誠実に対応しなければならない。 

 
 

５ 異議審査は，異議審査委員会が実施し，当該学生及び教員の意見を聴いた上で，両者

に対する口頭での尋問により行う。 
６ 審査結果は，当該学生及び教員に通知する。異議が認容された場合には，直ちに当該

教員及び法務研究科教務担当は，成績変更手続をとるものとする。異議の棄却に対して，

学生は，再審査を請求することはできない。 
※ なお，上記の成績評価に対する異議申立手続のほか，進級認定・修了認定に対する異

議申立手続もあり，在学期間や修得単位の計算などにおける事務的な過誤があると考え

る場合，異議を申し立てることができる。 
 
 
Ⅳ 履修手続 
１ 履修のための手続 
（１）履修手続を行うにあたっては，学生便覧・授業時間割等を必ず参照の上，履修計画

を立てること。

（２）履修登録は， で前・後期分一括して所定の期日内に行うこと。なお，年度途中

で新たに開講されることになった授業科目については，後期の始めに別途掲示し，掲

示内容に従い届出をすることができる。

（３）授業時間の重複している授業科目を選択した場合は，そのいずれの科目についても

無効とする。

（４）履修登録期間，その他，必要な事項は別途掲示する。 
（５）履修登録後の変更は，認めない。 
（６）履修未登録の単位取得は，認めない。 

２ 長期履修制度 
長期履修制度とは，収容定員を超えない範囲で，本人の申請に基づき，審査の上で，近

親者の介護・支援，育児，その他特別な事情により，標準修業年限を超えて一定の期間に

わたり計画的に教育課程を履修できる履修制度である。 
（１）対象者 

近親者の介護・支援，育児，その他特別な事情により，標準修業年限を超えて一定

の期間にわたり計画的に教育課程を履修し修了することを希望する者。

（２）提出書類 
① 長期履修申請書（所定様式）

② 長期履修を申請する理由を証明する書類（任意様式）

例：１）本人の疾病を理由とする場合にあっては，医師の診断書

２）本人の障害を理由とする場合にあっては，それを証明しうる公的文書（身

体障害者手帳等）の写し 
３）近親者の介護を理由とする場合にあっては， 

＊ 当該要介護者が介護保険の適用を受ける者であるときには，市町村の発
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行する要介護認定決定通知書の写し及び当該要介護者との続柄を示す公

的文書（住民票・戸籍抄本等） 
＊ 当該要介護者が，障害者・児もしくは療養者・児であるときにはその状

態に応じて，当該要介護者の障害を証明しうる公的文書（身体障害者手帳

等）の写しあるいは当該要介護者に係る医師の診断書 
※ 理由を証明する書類については，申請前に法務研究科教務担当で確認すること。 

（３）申請手続

入学時においては，本学が指定する期間内に指定した場所に上記提出書類を持参も

しくは郵送すること（入学手続時において指示する）。

長期履修申請の審査結果については，毎年３月下旬に通知する。

入学後，長期履修を希望する者は，入学年度の２月末日までに長期履修申請書（所

定様式）を法務研究科長に提出すること。

（４）変更手続

長期履修期間の変更（標準修業年限への変更）を希望する者は，入学年度の２月末

日までに長期履修期間変更申請書（所定様式）を法務研究科長に提出すること。

Ⅴ 他の大学院での既修得単位認定 
（１）入学前に他の法科大学院で修得した単位は，審査の上，修了の要件となる単位とし

て認めることがある。

（２）入学後，他の法科大学院で修得した単位は，単位互換制度がある場合のみ，本研究

科の修得単位として認定することがある。

 
 
Ⅵ 実務実習科目の履修 
１ 実務実習科目の実施方法 
実務基礎科目では，「ローヤリング」・「エクスターンシップ・クリニック」・「模擬裁判」

という実務を実習する科目をおいている（以下，実務実習科目という）。学生は，この実務

実習科目を必修及び選択必修で履修する。実務実習では，現実の事件を題材とすることか

ら，守秘義務など様々な制約が出てくる。詳細は，学生実務実習規則（ ）を参照する

こと。ここでは，その受講資格，履修手続，懲戒について示す。 

２ 実務実習科目受講資格

（１）岡山大学大学院法務研究科に在籍していること。

（２）実務実習科目の履修要件を満たしていること。

  履修要件：法曹倫理，要件事実と事実認定の基礎の単位，および民事訴訟法演習ま

たは刑事訴訟法演習のいずれかの単位を修得していること 
（３）守秘義務を遵守する旨の誓約書を法務研究科長宛に提出すること。

－ 14 －



 
 

行する要介護認定決定通知書の写し及び当該要介護者との続柄を示す公

的文書（住民票・戸籍抄本等） 
＊ 当該要介護者が，障害者・児もしくは療養者・児であるときにはその状

態に応じて，当該要介護者の障害を証明しうる公的文書（身体障害者手帳

等）の写しあるいは当該要介護者に係る医師の診断書 
※ 理由を証明する書類については，申請前に法務研究科教務担当で確認すること。 

（３）申請手続

入学時においては，本学が指定する期間内に指定した場所に上記提出書類を持参も

しくは郵送すること（入学手続時において指示する）。

長期履修申請の審査結果については，毎年３月下旬に通知する。

入学後，長期履修を希望する者は，入学年度の２月末日までに長期履修申請書（所

定様式）を法務研究科長に提出すること。

（４）変更手続

長期履修期間の変更（標準修業年限への変更）を希望する者は，入学年度の２月末

日までに長期履修期間変更申請書（所定様式）を法務研究科長に提出すること。

Ⅴ 他の大学院での既修得単位認定 
（１）入学前に他の法科大学院で修得した単位は，審査の上，修了の要件となる単位とし

て認めることがある。

（２）入学後，他の法科大学院で修得した単位は，単位互換制度がある場合のみ，本研究

科の修得単位として認定することがある。

 
 
Ⅵ 実務実習科目の履修 
１ 実務実習科目の実施方法 
実務基礎科目では，「ローヤリング」・「エクスターンシップ・クリニック」・「模擬裁判」

という実務を実習する科目をおいている（以下，実務実習科目という）。学生は，この実務

実習科目を必修及び選択必修で履修する。実務実習では，現実の事件を題材とすることか

ら，守秘義務など様々な制約が出てくる。詳細は，学生実務実習規則（ ）を参照する

こと。ここでは，その受講資格，履修手続，懲戒について示す。 

２ 実務実習科目受講資格

（１）岡山大学大学院法務研究科に在籍していること。

（２）実務実習科目の履修要件を満たしていること。

  履修要件：法曹倫理，要件事実と事実認定の基礎の単位，および民事訴訟法演習ま

たは刑事訴訟法演習のいずれかの単位を修得していること 
（３）守秘義務を遵守する旨の誓約書を法務研究科長宛に提出すること。

 
 

（４）適格性について法務研究科長の書面による認証を受けていること。この実務認証は，

実務家教員（専任）全員と民事訴訟法と刑事訴訟法の研究者教員（専任）による判定

に基づき行う。なお，履修要件の他に，「民法演習Ⅰ」「民法演習Ⅱ」「民法演習Ⅲ」の

うち２科目の単位を修得していない場合，又は，法律基本科目群の基礎科目及び基幹

科目のうち３科目の単位を修得していない場合には，原則として認証しない。 

３ 実務実習科目履修手続

履修手続については別途掲示する。履修する者は掲示を必ず確認し，期限を厳守して手

続を行うこと。

４ 懲戒

守秘義務等に違反した学生は，退学等の懲戒に処する。懲戒手続は所定の手続に基づく。 
 
 
Ⅶ 実務教育に係る賠償責任保険の加入

本便覧 ページに記載している，学生教育研究災害傷害保険及び法科大学院生教育研究

賠償責任保険（法科賠・Ｌコース）に加入すること。

Ⅷ 法務研究科学生用ＩＤの着用について 
講義棟・１号館・２号館・文化科学系総合研究棟内，及び外部での実習には必ず着用す

ること。 

Ⅸ 授業時間以外の共通セミナー室の使用 
以下の使用心得を守らない場合，その他管理上支障があると認められる場合には，使用

を禁止することがある。

セミナー室の授業時間以外における使用心得 

（平成９年３月１４日 ３学部合同学生生活委員会確認）

（平成１７年９月１４日 ２研究科・３学部合同学生生活委員会改正）

（平成２５年１月２１日 ３学部等合同協議会改正）

この使用心得は，文・法・経済学部１号館のセミナー室（１－１～６，２－１～１０）

及び文化科学系総合研究棟の演習室（１～６）（以下「共通セミナー室」という。）の授業

時間以外における学生の使用について定めるものとする。
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１ 使用目的

授業に関する学習等のために複数名で使用するものとする。

２ 使用者

使用できる学生は，以下の学生とする。

（１）文学部，法学部及び経済学部の学生

（２）社会文化科学研究科 文化科学研究科が存続する間当該研究科を含む｡ の学生

（３）法務研究科の学生

３ 使用時間

（１）平日８時４０分から２１時１０分までとする。

（２）土曜日，日曜日及び休日の使用は，原則として認めない。

４ 使用の届出及び鍵の授受

（１）共通セミナー室の使用にあたっては，学部教務学生グループに事前に届け出ること。

なお，共通セミナー室は授業を優先使用とするので，届けていた共通セミナー室

が，補講等により授業に使用されることになった場合には使用できない。

（２）授業の休業期間（夏季休業等）中は，共通セミナー室は施錠状態にあるので，開

始と終了の都度，学部教務学生グループから鍵を授受すること。

５ 使用上の注意

（１）他の迷惑にならないよう静粛にすること。

（２）火気には厳重に注意すること。

（３）建物や器物を損傷しないように充分注意すること。もし，建物や器物を損傷した

ときは，使用者が一切の責任を負うこと。

（４）ビラをはるなど汚損行為をしないこと。

（５）使用後は必ず部屋の内部を整理整頓し，退室の際は消灯並びに空調機器を停止す

ること。

（６）文化科学系総合研究棟の共通セミナー室は，平日８時から２１時２０分以外の間

は施錠状態（授業の休業期間は終日施錠）にあるので，使用時間は厳守すること。

Ⅹ 資料室・自習室の使用 
１ 法科大学院資料室（文化科学系総合研究棟４階）

（１）入室 
① 資料室利用に際してはＩＤを着用すること。ＩＤを忘れた場合は利用者名簿に記

入し，室内では利用者証を着用すること。 
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１ 使用目的

授業に関する学習等のために複数名で使用するものとする。

２ 使用者

使用できる学生は，以下の学生とする。

（１）文学部，法学部及び経済学部の学生

（２）社会文化科学研究科 文化科学研究科が存続する間当該研究科を含む｡ の学生

（３）法務研究科の学生

３ 使用時間

（１）平日８時４０分から２１時１０分までとする。

（２）土曜日，日曜日及び休日の使用は，原則として認めない。

４ 使用の届出及び鍵の授受

（１）共通セミナー室の使用にあたっては，学部教務学生グループに事前に届け出ること。

なお，共通セミナー室は授業を優先使用とするので，届けていた共通セミナー室

が，補講等により授業に使用されることになった場合には使用できない。

（２）授業の休業期間（夏季休業等）中は，共通セミナー室は施錠状態にあるので，開

始と終了の都度，学部教務学生グループから鍵を授受すること。

５ 使用上の注意

（１）他の迷惑にならないよう静粛にすること。

（２）火気には厳重に注意すること。

（３）建物や器物を損傷しないように充分注意すること。もし，建物や器物を損傷した

ときは，使用者が一切の責任を負うこと。

（４）ビラをはるなど汚損行為をしないこと。

（５）使用後は必ず部屋の内部を整理整頓し，退室の際は消灯並びに空調機器を停止す

ること。

（６）文化科学系総合研究棟の共通セミナー室は，平日８時から２１時２０分以外の間

は施錠状態（授業の休業期間は終日施錠）にあるので，使用時間は厳守すること。

Ⅹ 資料室・自習室の使用 
１ 法科大学院資料室（文化科学系総合研究棟４階）

（１）入室 
① 資料室利用に際してはＩＤを着用すること。ＩＤを忘れた場合は利用者名簿に記

入し，室内では利用者証を着用すること。 

 
 

② 書庫に入る場合，鞄類は持ち込まないこと。貴重品は各自で管理すること。 
③ 飲食物は持ち込まないこと。 

（２）利用時間 
平日 ９時～２１時 土曜日 １０時～１７時 
日曜・祝日は閉室。臨時閉室日は事前に掲示する。 
なお，気象警報が発令された場合等により授業が休講となった場合は，資料室もそ

れに準じて閉室とする。 
（３）資料の利用 

① 資料室の資料は資料室及び情報実習室内でのみの利用とする。 
② 判例集や雑誌は多くの人が利用できるよう配慮すること。特に利用の集中する資

料は必要な部分を複写して速やかに返却すること。 
③ 出納（出し入れ）は利用者自身で行うこと。 

（４）複写 
① 複写機は資料室備付の１台である。 
② コピー用紙の補充はカウンターに申し出ること。 
③ 資料の複写は「著作権法」に基づき，著作権者の権利を侵害しない範囲で行うこ

と。 
（５）検索用パソコン及びプリンターの利用 

① プリンター使用の際は，各自用紙を持参すること。 
②  パソコン及びプリンターの使用中に問題が発生した場合は，速やかにカウンター

に申し出ること。 
③ パソコン及びプリンターの利用においては，室内の掲示等に従うこと。掲示に従

わず，機器を破損させた者には修理代等を求償するので注意すること。 
（６）その他 

資料室内では静かにすること。 
 

２ 法学部資料室（２号館３階）

法務研究科の学生は，法学部資料室も利用できる。（学生証持参のこと） 
【開室時間】 平日 ９時～１２時 １３時～１８時

※２０２３年１月時点

変更の可能性があるので，最新の開室時間や詳しい利用方法については，法学部資料

室の ページを参照すること。

（ ）
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３ 自習室

法科大学院自習室利用規定

２０２１年１１月１７日

法務研究科教授会承認

（１）利用者

法科大学院自習室は，法務研究科院生（法務研修生を含む）及び法学部法曹プログラ

ム生（休学者を除く。）が利用することができる。ただし，法学部法曹プログラム生にあ

っては，法務研究科が指定する自習室に限る。自習室には，法科大学院専任教員または

職員が立ち入ることができる。

（２）利用時間

６時～２３時 ※ただし，法学部法曹プログラム生は９時～２１時

利用時間は厳守のこと。

「学生の通学が困難となる事由が発生した場合における授業等の取扱いについて」

により授業が休講となった場合は，自習室もそれに準じて閉室とする。

なお，大学及び法科大学院が別に定める日は利用することができない。

（３）入退室

① 当室に入室するための暗証番号は厳重に管理し，他人に漏らしてはならない。

② 最後に退出する者は消灯し，節電を徹底すること。

（４）文化科学系総合研究棟の施錠時間の入館方法

学生証を使用して文化科学系総合研究棟に入ることができる。

※ただし，法学部法曹プログラム生を除く

（５）利用上の注意

① 他の利用者の自習に迷惑をかけぬよう注意し，常に静粛を保たなければならない。

② 自習室内での飲食は節度ある範囲で行うこと。

③ 自習室備え付けの備品などを持ち出してはならない。

④ 学習に必要なもの（書籍・文具等）を除き，学生委員会の許可無しに自習室に私

物を持ち込むことは禁止する。

⑤ 各机は個人に固定されているわけではないので，全員が各机を平等に利用できる

ようにするため，机の上に個人の所有物を長時間放置しないこと。

ただし，法務研究科院生については，特定の机を継続的に利用することを希望す

る場合は，資料室に申し出て学生委員会の許可を受けること。

⑥ 火気には十分注意し，また常に室内の整理整頓を行うこと。
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３ 自習室

法科大学院自習室利用規定

２０２１年１１月１７日

法務研究科教授会承認

（１）利用者

法科大学院自習室は，法務研究科院生（法務研修生を含む）及び法学部法曹プログラ

ム生（休学者を除く。）が利用することができる。ただし，法学部法曹プログラム生にあ

っては，法務研究科が指定する自習室に限る。自習室には，法科大学院専任教員または

職員が立ち入ることができる。

（２）利用時間

６時～２３時 ※ただし，法学部法曹プログラム生は９時～２１時

利用時間は厳守のこと。

「学生の通学が困難となる事由が発生した場合における授業等の取扱いについて」

により授業が休講となった場合は，自習室もそれに準じて閉室とする。

なお，大学及び法科大学院が別に定める日は利用することができない。

（３）入退室

① 当室に入室するための暗証番号は厳重に管理し，他人に漏らしてはならない。

② 最後に退出する者は消灯し，節電を徹底すること。

（４）文化科学系総合研究棟の施錠時間の入館方法

学生証を使用して文化科学系総合研究棟に入ることができる。

※ただし，法学部法曹プログラム生を除く

（５）利用上の注意

① 他の利用者の自習に迷惑をかけぬよう注意し，常に静粛を保たなければならない。

② 自習室内での飲食は節度ある範囲で行うこと。

③ 自習室備え付けの備品などを持ち出してはならない。

④ 学習に必要なもの（書籍・文具等）を除き，学生委員会の許可無しに自習室に私

物を持ち込むことは禁止する。

⑤ 各机は個人に固定されているわけではないので，全員が各机を平等に利用できる

ようにするため，机の上に個人の所有物を長時間放置しないこと。

ただし，法務研究科院生については，特定の机を継続的に利用することを希望す

る場合は，資料室に申し出て学生委員会の許可を受けること。

⑥ 火気には十分注意し，また常に室内の整理整頓を行うこと。

 
 

以上の利用規定を守らない者，その他不適切な利用の仕方をした者に対しては，当室の

利用を禁止することがある。

 
平成２２年 ２月１８日 一部変更 
平成２３年 ２月２８日 一部変更 
平成２３年 ９月 ９日 一部変更 
平成２４年 ３月 ９日 一部変更 
平成２５年 ７月２６日 一部変更 
平成２７年 ２月 ４日 一部変更 
令和 ３年 ２月 ３日 一部変更 
令和 ３年１１月 １日 一部変更 

Ⅹ 法務研究科情報実習室（文化科学系総合研究棟４Ｆ）の使用

（１）利用者

法務研究科情報実習室は，法務研究科院生及び法務研究科に関わる教員のみが利用

することができる。 
（２）利用時間 

平日 ９時～２１時 土曜日 １０時～１７時

閉室日は資料室に準ずる。 
ただし，講義等で利用されているときは，担当教員の許可がない限り，当室を利用

することができない。 
（３）使用方法 

①  当室では飲食をしてはならない。 
② 他の部屋における研究，講義および自習などに迷惑をかけぬように常に注意し，

静粛を保たなければならない。 
③  室内の備品を持ち出してはならない。 
④  備え付けのコンピュータは，所定の使用方法により利用しなければならない。 
⑤  備え付けのコンピュータでは，担当教員の指示があるときを除き，インストール

済みのソフトウエア以外を使用してはならない。 
⑥  建物や器物を損傷したり，ビラをはったり，落書きをしてはならない。なお，建

物や器物を損傷したときには，その者が一切の責任を負う。 
⑦  火気には十分注意し，使用後は部屋の整理整頓をし印刷物は各自が責任を持って

持ち帰ること。 
⑧ 長時間席を離れる時は，必ずコンピュータを終了して電源を切ること。 
⑨ 全員が各コンピュータを平等に利用できるようにするため，机の上に個人の所有

物を長時間放置しないこと。 
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⑩  不適切な利用の仕方をした者には，当室の利用を禁止する。 
 
平成２１年 ２月 ９日 一部変更 
平成３１年 １月２８日 一部変更 

 
岡山大学におけるＰ２Ｐファイル交換ソフトウェアの使用要項

平成１７年１月２７日

学 長 裁 定

改正 平成２２年４月 １日

改正 平成３０年５月３０日

（趣旨）

第１条 この要項は，岡山大学（以下「本学」という。）におけるコンピュータやネット

ワーク資源を利用した著作権侵害等の違法行為防止及びネットワークの不正利用があっ

た場合の対応措置について，必要な事項を定める。

（定義）

第２条 この要項において，「Ｐ２Ｐ ファイル交換ソフトウェア（以下「Ｐ

２Ｐソフト」という。）」とは，ネットワークを利用して不特定多数間でファイルをやり

とりすることができるプログラムをいう。

２ この要項において，「違法行為」とは，ネットワークやそれに接続されたＰＣ等を利用

して，ＷｉｎＭＸやＷｉｎｎｙ等のＰ２Ｐソフトを通じて，著作権のある音楽・映像ソフトや

アプリケーションソフト等を違法に交換する行為をいう。

（使用の禁止）

第３条 本学においては，Ｐ２Ｐソフトの使用を原則禁止とする。ただし，本学の学生若し

くは職員が，教育，研究及び業務を遂行するため使用する場合のみ，使用を認める。

（使用の手続）

第４条 本学においてＰ２Ｐソフトを使用したい者は，岡山大学情報統括センター（以下「セ

ンター」という。）へ別紙「Ｐ２Ｐソフト使用申請書」を提出する。

２ センター長は，前項の申請があったときは，その承認の可否を決定し，その旨申請者

に通知する。

３ センター長は，岡山大学情報セキュリティポリシーに規定する情報セキュリティイン

シデント対応チーム（ＣＳＩＲＴ）に使用制限の対象となるＰ２Ｐソフトを選定させ，

そのリストをセンターのＷＥＢページで公開する。

４ 前項のリストに記載されていないＰ２Ｐソフトが新たに使用制限の対象となった場合，

当該Ｐ２Ｐソフトの使用者は，直ちにその使用を停止するか，又はセンターへ「Ｐ２Ｐソ

フト使用申請書」を提出する。

（ネットワークの監視及び利用停止）

第５条 センターは，Ｐ２Ｐソフトを使用したネットワークの不正利用を防ぐため，パケッ

ト・フィルタリング等の通信制限やトラフィックの監視を行うことがある。

２ センターは，ネットワークの不正利用が明らかになった場合，各部局のサブネットワ

ーク管理者，センター運営委員会委員及び各部局長に連絡する。
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⑩  不適切な利用の仕方をした者には，当室の利用を禁止する。 
 
平成２１年 ２月 ９日 一部変更 
平成３１年 １月２８日 一部変更 

 
岡山大学におけるＰ２Ｐファイル交換ソフトウェアの使用要項

平成１７年１月２７日

学 長 裁 定

改正 平成２２年４月 １日

改正 平成３０年５月３０日

（趣旨）

第１条 この要項は，岡山大学（以下「本学」という。）におけるコンピュータやネット

ワーク資源を利用した著作権侵害等の違法行為防止及びネットワークの不正利用があっ

た場合の対応措置について，必要な事項を定める。

（定義）

第２条 この要項において，「Ｐ２Ｐ ファイル交換ソフトウェア（以下「Ｐ

２Ｐソフト」という。）」とは，ネットワークを利用して不特定多数間でファイルをやり

とりすることができるプログラムをいう。

２ この要項において，「違法行為」とは，ネットワークやそれに接続されたＰＣ等を利用

して，ＷｉｎＭＸやＷｉｎｎｙ等のＰ２Ｐソフトを通じて，著作権のある音楽・映像ソフトや

アプリケーションソフト等を違法に交換する行為をいう。

（使用の禁止）

第３条 本学においては，Ｐ２Ｐソフトの使用を原則禁止とする。ただし，本学の学生若し

くは職員が，教育，研究及び業務を遂行するため使用する場合のみ，使用を認める。

（使用の手続）

第４条 本学においてＰ２Ｐソフトを使用したい者は，岡山大学情報統括センター（以下「セ

ンター」という。）へ別紙「Ｐ２Ｐソフト使用申請書」を提出する。

２ センター長は，前項の申請があったときは，その承認の可否を決定し，その旨申請者

に通知する。

３ センター長は，岡山大学情報セキュリティポリシーに規定する情報セキュリティイン

シデント対応チーム（ＣＳＩＲＴ）に使用制限の対象となるＰ２Ｐソフトを選定させ，

そのリストをセンターのＷＥＢページで公開する。

４ 前項のリストに記載されていないＰ２Ｐソフトが新たに使用制限の対象となった場合，

当該Ｐ２Ｐソフトの使用者は，直ちにその使用を停止するか，又はセンターへ「Ｐ２Ｐソ

フト使用申請書」を提出する。

（ネットワークの監視及び利用停止）

第５条 センターは，Ｐ２Ｐソフトを使用したネットワークの不正利用を防ぐため，パケッ

ト・フィルタリング等の通信制限やトラフィックの監視を行うことがある。

２ センターは，ネットワークの不正利用が明らかになった場合，各部局のサブネットワ

ーク管理者，センター運営委員会委員及び各部局長に連絡する。

 
 

３ 前項の連絡を受けた各部局は，サブネットワーク管理者の責任において速やかに調査

し対応する。

４ センターは，使用許可を受けることなくＰ２Ｐソフトを使用するなど本学の定めに反す

る行為があった場合には，センター利用者に対してネットワークの利用停止措置をとる

ことができる。

（懲戒）

第６条 本学のネットワーク上でファイルの違法交換を行った場合，岡山大学学則（平成

１６年岡大学則第２号）第５８条，岡山大学大学院学則（平成１６年岡大学則第３号）

第４９条，岡山大学職員就業規則（平成１６年岡大規則第１０号）第６７条の規定に基

づき，懲戒の対象となることがある。

（雑則）

第７条 この要項に定めるもののほか，Ｐ２Ｐソフトの使用に関し，必要な事項は別に定め

る。

附 則

この要項は，平成１７年２月１日から施行する。

附 則

この要項は，平成２２年４月１日から施行する。

附 則

この要項は，平成３０年６月１日から施行する。
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ⅩⅡ 学生の通学困難となる事由が発生した場合における授業等の取扱いについて

 
平成２１年９月１６日 

                                                    学   長  裁  定 

 

改正 平成２２年 １月２７日 
平成２２年１０月 ５日 
平成２３年 ２月１６日 
平成２３年 ３月１５日 
平成２３年 ３月３１日 
平成２３年１１月 １日 
平成２３年１２月 ６日 
平成２４年 ４月２４日 
平成２５年１１月 ５日 
平成２８年 ２月１６日 
平成２８年 ６月 １日 
平成３０年 ３月２２日 
平成３０年１１月 ７日 
令和 ５年 ２月２２日 

 
 
  岡山大学（以下「本学」という。）の学生の通学が困難となる事由が発生した場合にお

ける授業（定期試験を含む。以下同じ。）及び課外活動（以下「授業等」という。）の取扱

いについて，次のとおり定める。 
 
  （定義） 
第１ この取扱いにおける次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めると

おりとする。 
一 休講 授業を取りやめることをいう。 
二 公欠 一定の条件を満たすことにより，授業に出席したものとみなす取扱いとする

授業の欠席をいう。 
三 準公欠 一定の条件を満たすことにより，前号に準ずる取扱いとする授業の欠席を

いう。 
四 出席停止 学校保健安全法第１９条に規定する出席停止をいう。 

 
（特別警報又は気象警報が発表された場合等の取扱い） 

第２ 次の各号に掲げる場合の対応について，当該各号に定めるとおりとし，その取扱い

は，別紙１に定めるとおりとする。 
一 本学の所在地に特別警報又は気象警報が発表された場合 授業等を休講とする。 
二 前号の警報は発表されていないが，気象状況又は交通機関の運行休止等により，学

生の通学が困難となる可能性が高い場合 教育担当理事が兼ねる副学長の判断により，授

業等を休講とすることがある。 
 

－ 22 －



ⅩⅡ 学生の通学困難となる事由が発生した場合における授業等の取扱いについて

 
平成２１年９月１６日 

                                                    学   長  裁  定 

 

改正 平成２２年 １月２７日 
平成２２年１０月 ５日 
平成２３年 ２月１６日 
平成２３年 ３月１５日 
平成２３年 ３月３１日 
平成２３年１１月 １日 
平成２３年１２月 ６日 
平成２４年 ４月２４日 
平成２５年１１月 ５日 
平成２８年 ２月１６日 
平成２８年 ６月 １日 
平成３０年 ３月２２日 
平成３０年１１月 ７日 
令和 ５年 ２月２２日 

 
 
  岡山大学（以下「本学」という。）の学生の通学が困難となる事由が発生した場合にお

ける授業（定期試験を含む。以下同じ。）及び課外活動（以下「授業等」という。）の取扱

いについて，次のとおり定める。 
 
  （定義） 
第１ この取扱いにおける次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めると

おりとする。 
一 休講 授業を取りやめることをいう。 
二 公欠 一定の条件を満たすことにより，授業に出席したものとみなす取扱いとする

授業の欠席をいう。 
三 準公欠 一定の条件を満たすことにより，前号に準ずる取扱いとする授業の欠席を

いう。 
四 出席停止 学校保健安全法第１９条に規定する出席停止をいう。 

 
（特別警報又は気象警報が発表された場合等の取扱い） 

第２ 次の各号に掲げる場合の対応について，当該各号に定めるとおりとし，その取扱い

は，別紙１に定めるとおりとする。 
一 本学の所在地に特別警報又は気象警報が発表された場合 授業等を休講とする。 
二 前号の警報は発表されていないが，気象状況又は交通機関の運行休止等により，学

生の通学が困難となる可能性が高い場合 教育担当理事が兼ねる副学長の判断により，授

業等を休講とすることがある。 
 

  （通学に利用する交通機関が運行休止になった場合等の取扱い） 
第３ 休講措置の対象となる気象警報は発表されていないが，その他の警報等により，通

学に利用する交通機関が運行休止になった場合その他これに準じる理由により通学が困難

な場合は公欠とし，その取扱いは，別紙１に定めるとおりとする。 
 
  （学生の親族が死亡した場合の取扱い） 
第４ 学生の親族が死亡した場合で，学生が，葬儀，服喪その他親族の死亡に伴い必要と

認められる行事のために通学できない場合は公欠とし，その取扱いは，別紙２に定めると

おりとする。 
 
  （学生が感染症に罹患した場合等の取扱い） 
第５ 学生が，感染症に罹患した場合及び感染の拡大を防止するために本学の一部又は全

部を休業する場合は出席停止及び公欠等とし，その取扱いは，別紙３に定めるとおりとす

る。 
 
  （学生が裁判員制度に基づき裁判所へ出頭する場合等の取扱い） 
第６ 学生が，裁判員制度に基づき裁判所へ出頭する場合その他証人，参考人等として裁

判所その他官公署（以下「官公署」という。）へ出頭する場合は準公欠とし，その取扱い

は，別紙４に定めるとおりとする。 
 
  （学生が骨髄移植のために骨髄液等の提供を行う場合等の取扱い） 
第７ 学生が，骨髄移植のために，配偶者，父母，子及び兄弟姉妹その他親族以外の者

に，骨髄液又は末梢血幹細胞の提供（以下「骨髄液提供等」という。）を行おうとする場

合であって，骨髄液提供等に必要な検査及び入院その他手続き（以下「入院等」とい

う。）を行う場合は準公欠とし，その取扱いは，別紙５に定めるとおりとする。 
 
  （学生が災害ボランティア活動に従事する場合の取扱い） 
第８ 学生が，報酬を得ないで社会に貢献する自発的な活動として，日本国内又は国外に

おいて発生した災害に伴うボランティア活動（以下「災害ボランティア活動」という。）

に従事する場合は準公欠とし，その取扱いは，別紙６に定めるとおりとする。 
２ 準公欠扱いの対象とする災害については，その都度，教育担当理事が兼ねる副学長が

決定し，公示する。 
 
  （一授業科目当たりの準公欠の制限） 
第９ 一の授業科目について，準公欠扱いとすることができる回数は，当該授業科目の授

業回数の３分の１を超えることができないものとする。 
   
（届出期限） 

第１０ 本取扱いで定めるものにおける届出については，当該事由発生後ただちに提出す

ることを原則とするが，最大で２週間までを提出期限とする。ただし，第５に定めるもの
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における届出においては，出席停止の期間終了後ただちに提出することを原則とするが，

最大で２週間までを提出期限とする。 
  （雑則） 
第１１ 第２から第９までに定めるもののほか，学生の通学が困難となる事由が発生した

場合であって，学長が特別の事情があると認めるときの授業等の取扱いについては，その

都度，学長が定める。 
附 則 

この取扱いは，平成２１年 ９月１６日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２２年 ４月 １日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２２年１０月 ５日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２３年 ２月１６日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２３年 ３月１５日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２３年 ４月 １日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２３年１１月 １日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２３年１２月 ６日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２４年 ４月２４日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２５年１１月 ５日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２８年 ２月１６日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２８年 ６月 １日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成３０年 ３月２２日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成３０年１１月 ７日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，令和 ５年 ３月 １日から施行する。 
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における届出においては，出席停止の期間終了後ただちに提出することを原則とするが，

最大で２週間までを提出期限とする。 
  （雑則） 
第１１ 第２から第９までに定めるもののほか，学生の通学が困難となる事由が発生した

場合であって，学長が特別の事情があると認めるときの授業等の取扱いについては，その

都度，学長が定める。 
附 則 

この取扱いは，平成２１年 ９月１６日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２２年 ４月 １日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２２年１０月 ５日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２３年 ２月１６日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２３年 ３月１５日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２３年 ４月 １日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２３年１１月 １日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２３年１２月 ６日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２４年 ４月２４日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２５年１１月 ５日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２８年 ２月１６日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成２８年 ６月 １日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成３０年 ３月２２日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，平成３０年１１月 ７日から施行する。 
附 則 

この取扱いは，令和 ５年 ３月 １日から施行する。 
 

                                                          別紙１（第２，３関係） 
 

気象警報等・交通機関の運休等  【休講，公欠等】 
 
Ⅰ 本学の所在地（以下「キャンパス」という。）に特別警報及び気象警報（暴風警報，暴風

雪警報及び大雪警報に限る。ただし，三朝キャンパスにあっては，大雪警報を除く。以下特別

警報とまとめて「気象警報等」という。以下同じ）が発表された場合 
 
１ 本学のキャンパスを含む地域に，気象警報等が発表された場合の授業は，次のとおり取り

扱う。 
一 昼間に開講する授業 
イ 気象警報等が，午前６時から午前８時４０分（授業開始時刻）までに出ている場合

は，全ての授業を休講とする。なお，気象警報等が，午前８時４０分までに解除され

ても，全ての授業は休講とする。 
ロ 授業開始後に気象警報が出された場合は，次の時限以降の全ての授業を休講とす

る。特別警報が発表された場合は直ちに全ての授業を休講とする。 
 
二 夜間に開講する授業 
イ 気象警報等が，午後３時から午後６時（授業開始時刻）までに出ている場合は，全

ての授業を休講とする。なお，気象警報等が，午後６時までに解除されても，全ての

授業は休講とする。 
ロ 授業開始後に気象警報が出された場合は，次の時限以降の全ての授業を休講とす

る。特別警報が発表された場合は直ちに全ての授業を休講とする。 
 
２ 対象となる気象警報等が発表されている地域 

一 岡山市内にある本学の「津島キャンパス」，「鹿田キャンパス」その他キャンパス及び

玉野市並びに瀬戸内市にある本学のキャンパスで行われる授業については，岡山地方気

象台から発表の「岡山地域」又は「岡山県南部地域」あるいは「岡山県全域」 
二 本学の「倉敷キャンパス」で行われる授業については，岡山地方気象台から発表の

「倉敷地域」又は「岡山県南部地域」あるいは「岡山県全域」 
三 本学の「三朝キャンパス」で行われる授業については，鳥取地方気象台から発表の三

朝町を含む地域 
四 上記以外の本学のキャンパスで行われる授業については，当該キャンパスの所在地の

管轄気象台から発表のその所在地を含む地域 
 
 

 

注） 地域区分の内訳は，以下のとおり。 
 

岡山県全域 ＝ 岡山県南部地域及び岡山県北部地域 
岡山県南部地域 ＝ 岡山地域，東備地域，倉敷地域，井笠地域及び高梁地域 
岡山県北部地域 ＝ 新見地域，真庭地域，津山地域及び勝英地域 
岡山地域 ＝ 岡山市，瀬戸内市，玉野市及び吉備中央町（いずれかの市

町村に気象警報等が発表された場合を含む。） 
  倉敷地域 ＝ 倉敷市，総社市及び早島町（いずれかの市町村に気象警報

等が発表された場合を含む。） 
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３ 休講の周知方法等 
一 気象警報等が発表された場合は，速やかに休講の周知を行うものとし，この場合の休

講の周知は，Ｇｍａｉｌ，学内掲示，本学のホームページ及びマスメディア等を通じて

行うものとする。なお，授業開始後に気象警報等が出された場合は，学内掲示等により

周知するとともに，授業中のものにあっては，授業担当教員を通じて周知するものとす

る。ただし，国立大学法人岡山大学職員就業規則第２条第１項第１号に規定する一般職

員（以下「一般職員」という。）の勤務時間外に気象警報等が発表された場合は，翌勤

務日の勤務時間内において，速やかに休講の周知を行うものとする。 
二 前号にかかわらず，気象警報等の発表が，一般職員の勤務時間外において予想される

場合は，Ｇｍａｉｌ，学内掲示及び本学ホームページにより，前２項に規定する休講の

取扱いについて，あらかじめ周知するものとする。 
三 気象警報等の発表後は，学生を学内の安全な場所で待機させることができるものとす

る。 
 
  ４ 課外活動の取扱い 
      休講措置が取られた場合，課外活動は全て禁止とする。 
 
Ⅱ 休講措置の対象となる気象警報は発表されていないが，気象状況又は交通機関の運行休止

等により，学生の通学が困難となる可能性が高い場合は，教育担当理事が兼ねる副学長の判

断により，授業等を休講とすることがある。 
その場合の休講の周知は，Ｇｍａｉｌ，学内掲示，本学のホームページ及びマスメディア

等を通じて行うものとする。 
 
Ⅲ 休講措置の対象となる気象警報は発表されていないが，その他の警報等により，通学に利

用する交通機関が運行休止になった場合その他これに準じる理由により通学が困難な場合 
１ 休講措置の対象とならない気象警報等（注１）や交通機関の運行休止その他これに準じる

理由（注２）により通学が困難な場合は，届出により，出席できなかった授業を公欠扱いと

する。 
 

  
 ２ 公欠の届出 

公欠の届出は，後日，別紙様式１「授業公欠届（気象警報等・交通機関の運休等）」によ

り，学生が所属する学部等の教務担当へ，交通機関の運行休止を明らかにする書類とともに提

出するものとする。（なお，根拠書類が提出できない場合は，状況を説明した理由書を添付す

ること。） 
学部等の教務担当は，届出を受理した場合は，その写しにより授業担当教員へ連絡するも

のとする。 
 
Ⅳ 休講及び公欠の授業の取扱い 

注１ 休講措置の対象とならない気象警報等とは… 
  上記Ⅰの対象となる気象警報等以外の気象警報又は本学のキャンパス地域には気象

警報等が出ていないが，学生が居住している地域に気象警報等が出て通学が困難な場

合をいう。 
注２ 交通機関の運行休止その他これに準じる理由とは… 
  気象現象，事故等により，交通機関が運行休止し通学が困難な場合（交通機関の運

行休止が見込まれ，通学することにより帰宅が困難になる可能性がある場合，道路等

が遮断され，自宅から大学又は駅等に行くことが困難な場合を含む。）をいう。 
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３ 休講の周知方法等 
一 気象警報等が発表された場合は，速やかに休講の周知を行うものとし，この場合の休

講の周知は，Ｇｍａｉｌ，学内掲示，本学のホームページ及びマスメディア等を通じて

行うものとする。なお，授業開始後に気象警報等が出された場合は，学内掲示等により

周知するとともに，授業中のものにあっては，授業担当教員を通じて周知するものとす

る。ただし，国立大学法人岡山大学職員就業規則第２条第１項第１号に規定する一般職

員（以下「一般職員」という。）の勤務時間外に気象警報等が発表された場合は，翌勤

務日の勤務時間内において，速やかに休講の周知を行うものとする。 
二 前号にかかわらず，気象警報等の発表が，一般職員の勤務時間外において予想される

場合は，Ｇｍａｉｌ，学内掲示及び本学ホームページにより，前２項に規定する休講の

取扱いについて，あらかじめ周知するものとする。 
三 気象警報等の発表後は，学生を学内の安全な場所で待機させることができるものとす

る。 
 
  ４ 課外活動の取扱い 
      休講措置が取られた場合，課外活動は全て禁止とする。 
 
Ⅱ 休講措置の対象となる気象警報は発表されていないが，気象状況又は交通機関の運行休止

等により，学生の通学が困難となる可能性が高い場合は，教育担当理事が兼ねる副学長の判

断により，授業等を休講とすることがある。 
その場合の休講の周知は，Ｇｍａｉｌ，学内掲示，本学のホームページ及びマスメディア

等を通じて行うものとする。 
 
Ⅲ 休講措置の対象となる気象警報は発表されていないが，その他の警報等により，通学に利

用する交通機関が運行休止になった場合その他これに準じる理由により通学が困難な場合 
１ 休講措置の対象とならない気象警報等（注１）や交通機関の運行休止その他これに準じる

理由（注２）により通学が困難な場合は，届出により，出席できなかった授業を公欠扱いと

する。 
 

  
 ２ 公欠の届出 

公欠の届出は，後日，別紙様式１「授業公欠届（気象警報等・交通機関の運休等）」によ

り，学生が所属する学部等の教務担当へ，交通機関の運行休止を明らかにする書類とともに提

出するものとする。（なお，根拠書類が提出できない場合は，状況を説明した理由書を添付す

ること。） 
学部等の教務担当は，届出を受理した場合は，その写しにより授業担当教員へ連絡するも

のとする。 
 
Ⅳ 休講及び公欠の授業の取扱い 

注１ 休講措置の対象とならない気象警報等とは… 
  上記Ⅰの対象となる気象警報等以外の気象警報又は本学のキャンパス地域には気象

警報等が出ていないが，学生が居住している地域に気象警報等が出て通学が困難な場

合をいう。 
注２ 交通機関の運行休止その他これに準じる理由とは… 
  気象現象，事故等により，交通機関が運行休止し通学が困難な場合（交通機関の運

行休止が見込まれ，通学することにより帰宅が困難になる可能性がある場合，道路等

が遮断され，自宅から大学又は駅等に行くことが困難な場合を含む。）をいう。 

一 休講として取り扱う授業については，後日，原則として補講を行うものとする。 
二 公欠として取り扱う授業については，原則として補講は行わず，レポートやｅラーニン

グ等により授業担当教員が当該授業に相当する学習を課すものとする。ただし，授業担当教員

の判断により補講を行うことがある。 
 
 
※ 別紙様式１は省略 
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                                                              別紙２（第４関係） 

忌引き  【公欠】 

 
１ 学生が，葬儀，服喪その他親族の死亡に伴い必要と認められる行事（以下「葬儀等」

という。）のため出席できなかった授業については，届出により，公欠扱いとする。 
 
２ 公欠となる親族の範囲 
一 配偶者 
二 １親等（父母，子） 
三 ２親等（祖父母，兄弟姉妹，孫） 

 
３ 公欠となる期間 
    次に掲げる期間とする。なお，葬儀等のため遠隔の地へ赴く場合にあっては，往復に

要する日数を加えた日数とする。ただし，特別な理由がある場合は，次の第１号から第

３号までに定める起算日に関わらず，葬儀等が行われた日を含む次に掲げる期間とする

ことができる。 
一 配偶者の場合は，死亡した日から起算して連続７日（休日を含む。）の範囲内の期

間 
二 １親等の場合は，死亡した日から起算して連続７日（休日を含む。）の範囲内の期

間 
三 ２親等の場合は，死亡した日から起算して連続３日（休日を含む。）の範囲内の期

間 
 
４ 公欠の届出 
    公欠の届出は，葬儀等を終えた後，別紙様式２「授業公欠届（忌引き）」により，学

生が所属する学部等の教務担当へ，会葬礼状等とともに提出するものとする。 
学部等の教務担当は，届出を受理した場合は，その写しにより授業担当教員へ連絡す

るものとする。 
 
５ 公欠の授業の取扱い 
    公欠として取り扱う授業については，原則として補講は行わず，レポートやｅラーニ

ング等により授業担当教員が当該授業に相当する学習を課すものとする。ただし，授業

担当教員の判断により補講を行うことがある。 
 
 
※ 別紙様式２は省略 
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                                                              別紙２（第４関係） 

忌引き  【公欠】 

 
１ 学生が，葬儀，服喪その他親族の死亡に伴い必要と認められる行事（以下「葬儀等」

という。）のため出席できなかった授業については，届出により，公欠扱いとする。 
 
２ 公欠となる親族の範囲 
一 配偶者 
二 １親等（父母，子） 
三 ２親等（祖父母，兄弟姉妹，孫） 

 
３ 公欠となる期間 
    次に掲げる期間とする。なお，葬儀等のため遠隔の地へ赴く場合にあっては，往復に

要する日数を加えた日数とする。ただし，特別な理由がある場合は，次の第１号から第

３号までに定める起算日に関わらず，葬儀等が行われた日を含む次に掲げる期間とする

ことができる。 
一 配偶者の場合は，死亡した日から起算して連続７日（休日を含む。）の範囲内の期

間 
二 １親等の場合は，死亡した日から起算して連続７日（休日を含む。）の範囲内の期

間 
三 ２親等の場合は，死亡した日から起算して連続３日（休日を含む。）の範囲内の期

間 
 
４ 公欠の届出 
    公欠の届出は，葬儀等を終えた後，別紙様式２「授業公欠届（忌引き）」により，学

生が所属する学部等の教務担当へ，会葬礼状等とともに提出するものとする。 
学部等の教務担当は，届出を受理した場合は，その写しにより授業担当教員へ連絡す

るものとする。 
 
５ 公欠の授業の取扱い 
    公欠として取り扱う授業については，原則として補講は行わず，レポートやｅラーニ

ング等により授業担当教員が当該授業に相当する学習を課すものとする。ただし，授業

担当教員の判断により補講を行うことがある。 
 
 
※ 別紙様式２は省略 

                                                          別紙３（第５関係） 
 

感染症  【出席停止，公欠等】 

 
Ⅰ 学生が感染症に罹患した場合 
 
  １ 学生が，次表の感染症に罹患した場合は，医師の診断に基づき，出席停止とする。 

種類 病 名 
第１種 エボラ出血熱，クリミア・コンゴ出血熱，痘そう，南米出血熱，ペス

ト，マールブルグ病，ラッサ熱，急性灰白髄炎，ジフテリア，重症急性

呼吸器症候群（病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであ

るものに限る。），鳥インフルエンザ（病原体がインフルエンザウイルス

Ａ属インフルエンザＡウイルスであってその血清亜型がＨ５Ｎ１である

ものに限る。），新型インフルエンザ等感染症，指定感染症，新感染症 
第２種 インフルエンザ（鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）及び新型インフルエン

ザ等感染症を除く。），百日咳，麻疹，流行性耳下腺炎，風疹，水痘，咽

頭結膜熱，結核，髄膜炎菌性髄膜炎 
第３種 コレラ，細菌性赤痢，腸管出血性大腸菌感染症，腸チフス，パラチフ

ス，流行性角結膜炎，急性出血性結膜炎その他の感染症（※） 
※ 「その他の感染症」とは，感染性胃腸炎（ノロウイルス感染症），マイコプラズマ

感染症，溶連菌感染症及び本学において大規模な流行の兆しがあると判断した感染

症とする。 
本学において大規模な流行の兆しがある感染症については，保健管理センター長

の意見に基づき，教育担当理事が決定し，公示する。 
 
  ２ 出席停止の期間 
      出席停止の期間は，次表の期間を基準に，医師に治癒したと診断されるまでとし，

医師の発行する次の項目が記載された診断書（治癒証明書）に基づき措置する。 
一 病名 
二 罹患期間 
感染症の

種 類 出 席 停 止 の 期 間 

第１種 第１種の感染症に罹患した者については，治癒するまで。 
第２種 第２種の感染症に罹患した者については，次の期間。ただし，病状に

より医師において感染のおそれがないと認めたときは，この限りでな

い。 
イ インフルエンザ（鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）及び新型インフル

エンザ等感染症を除く。）にあっては，発症した後５日を経過し，か

つ，解熱した後２日を経過するまで。 
ロ 百日咳にあっては，特有の咳が消失するまで又は５日間の適正な抗

菌性物質製剤による治療が終了するまで。 
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ハ 麻疹にあっては，解熱した後３日を経過するまで。 
ニ 流行性耳下腺炎にあっては，耳下腺，顎下腺又は 舌下腺の腫脹が

発現した後５日を経過し，かつ，全身状態が良好になるまで。 
ホ 風疹にあっては，発疹が消失するまで。 
ヘ 水痘にあっては，すべての発疹が痂皮化するまで。 
ト 咽頭結膜熱にあっては，主要症状が消退した後２日を経過するま

で。 
チ 結核及び髄膜炎菌性髄膜炎にあっては，病状により医師において感

染のおそれがないと認めるまで。 
第３種 第３種の感染症に罹患した者については，病状により医師において感

染のおそれがないと認めるまで。 
   
３ 出席停止となった期間の授業の取扱い 

      学生が，出席停止となった期間に出席できなかった授業については，届出により，

公欠扱いとする。 
 
  ４ 公欠の届出 
      公欠の届出は，別紙様式３「授業公欠届（感染症）」により，学生が所属する学部

等の教務担当へ，医師が発行する罹患期間の記載された診断書（治癒証明書）（コピ

ー可）とともに提出するものとする。ただし，インフルエンザに限り，発症日の記載

された診断書（コピー可）及び「インフルエンザ経過報告書」の提出をもって，治癒

証明書に代えることができる。 
      学部等の教務担当は，届出を受理した場合は，その写しにより授業担当教員へ連絡

するものとする。 
 
  ５ 公欠の授業の取扱い 
      公欠として取り扱う授業については，原則として補講は行わず，レポートやｅラー

ニング等により授業担当教員が当該授業に相当する学習を課すものとする。ただし，

授業担当教員の判断により補講を行うことがある。 
 
Ⅱ 感染の拡大を防止するために本学の一部又は全部を休業する場合 
  １ 感染症罹患者の発生に伴い，感染症の感染拡大を防止する目的で行う休業措置につ

いては，本学の危機管理対策に基づくものとする。 
 
  ２ 休業となった期間の授業の取扱いは，その都度，学長，教育担当理事及び関係者で

協議の上，学長が決定するものとする。 
 
  ３ 休業の周知は，Ｇｍａｉｌ，学内掲示，本学のホームページ及びマスメディア等を

通じて行うものとする。 
 
 
※ 別紙様式３は省略 
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ハ 麻疹にあっては，解熱した後３日を経過するまで。 
ニ 流行性耳下腺炎にあっては，耳下腺，顎下腺又は 舌下腺の腫脹が

発現した後５日を経過し，かつ，全身状態が良好になるまで。 
ホ 風疹にあっては，発疹が消失するまで。 
ヘ 水痘にあっては，すべての発疹が痂皮化するまで。 
ト 咽頭結膜熱にあっては，主要症状が消退した後２日を経過するま

で。 
チ 結核及び髄膜炎菌性髄膜炎にあっては，病状により医師において感

染のおそれがないと認めるまで。 
第３種 第３種の感染症に罹患した者については，病状により医師において感

染のおそれがないと認めるまで。 
   
３ 出席停止となった期間の授業の取扱い 

      学生が，出席停止となった期間に出席できなかった授業については，届出により，

公欠扱いとする。 
 
  ４ 公欠の届出 
      公欠の届出は，別紙様式３「授業公欠届（感染症）」により，学生が所属する学部

等の教務担当へ，医師が発行する罹患期間の記載された診断書（治癒証明書）（コピ

ー可）とともに提出するものとする。ただし，インフルエンザに限り，発症日の記載

された診断書（コピー可）及び「インフルエンザ経過報告書」の提出をもって，治癒

証明書に代えることができる。 
      学部等の教務担当は，届出を受理した場合は，その写しにより授業担当教員へ連絡

するものとする。 
 
  ５ 公欠の授業の取扱い 
      公欠として取り扱う授業については，原則として補講は行わず，レポートやｅラー

ニング等により授業担当教員が当該授業に相当する学習を課すものとする。ただし，

授業担当教員の判断により補講を行うことがある。 
 
Ⅱ 感染の拡大を防止するために本学の一部又は全部を休業する場合 
  １ 感染症罹患者の発生に伴い，感染症の感染拡大を防止する目的で行う休業措置につ

いては，本学の危機管理対策に基づくものとする。 
 
  ２ 休業となった期間の授業の取扱いは，その都度，学長，教育担当理事及び関係者で

協議の上，学長が決定するものとする。 
 
  ３ 休業の周知は，Ｇｍａｉｌ，学内掲示，本学のホームページ及びマスメディア等を

通じて行うものとする。 
 
 
※ 別紙様式３は省略 

別紙４（第６関係） 

裁判員制度  【準公欠】 

 
１ 学生が，裁判員制度に基づき，裁判員候補者として選任手続期日に裁判所へ出頭する場合及び裁判員（補充裁

判員を含む。以下同じ。）として職務に従事する場合に出席できなかった授業については，届出により，準公欠

扱いとする。 
 
２ 準公欠となる期間 
    準公欠となる期間は，次に掲げる期間とする。なお，遠隔の裁判所へ赴く場合にあっては，往復に要する日数

を加えた日数とする。 
一 裁判員候補者として裁判所へ出頭する選任手続期日 
二 裁判員として審理に従事する日 
三 裁判員として評議・評決に従事する日 
四 裁判員として判決の宣告に立ち会う日 

 
３ 準公欠の届出 
    準公欠の届出は，裁判員としての職務を終えた後，別紙様式４により，学生が所属する学部等の教務担当へ，

裁判所の発行する裁判員の職務に従事した期間の証明書とともに提出するものとする。ただし，選任手続期日に

裁判所へ出頭し，裁判員に選任されなかった場合の準公欠の届出は，「裁判員等選任手続期日のお知らせ（呼出

状）」に，当日出頭したことの証明を受けたものを提出するものとする。 
    学部等の教務担当は，届出を受理した場合は，その写しにより，授業担当教員へ連絡するものとする。 
 
４ 準公欠の授業の取扱い 
    準公欠として取り扱う授業については，原則として補講は行わず，レポートやｅラーニング等により授業担当

教員が当該授業に相当する学習を課すものとする。ただし，授業担当教員の判断により補講を行うことがある。 
 
その他証人，参考人等として官公署へ出頭する場合【準公欠】 

 
１ 学生が，証人，参考人等として官公署へ出頭するために出席できなかった授業については，届出により，準公

欠扱いとする。 
２ 準公欠となる期間 
    準公欠となる期間は，その用務に要する日数とする。なお，遠隔の官公署へ赴く場合にあっては，往復に要す

る日数を加えた日数とする。 
 
３ 準公欠の届出 
    準公欠の届出は，その用務を終えた後，別紙様式４により，学生が所属する学部等の教務担当へ，官公署の発

行する当該用務に従事した期間の証明書又はその事実を証明する文書等とともに提出するものとする。 
    学部等の教務担当は，届出を受理した場合は，その写しにより，授業担当教員へ連絡するものとする。 
 
４ 準公欠の授業の取扱い 
    準公欠として取り扱う授業については，原則として補講は行わず，レポートやｅラーニング等により授業担当

教員が当該授業に相当する学習を課すものとする。ただし，授業担当教員の判断により補講を行うことがある。 
 
 
※ 別紙様式４は省略 
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                                                              別紙５（第７関係） 
 

骨髄移植のための骨髄液提供等  【準公欠】 

 
１ 学生が，骨髄移植のために，配偶者，父母，子及び兄弟姉妹その他親族以外の者に，

骨髄液提供等を行おうとする場合であって，財団法人 骨髄移植推進財団に対してドナ

ー登録を行った後，ドナー候補者又はドナーとなり，骨髄液提供等に必要な入院等のた

めに出席できなかった授業については，届出により，準公欠扱いとする。 
 
２ 準公欠となる期間 
    準公欠となる期間は，次に掲げる期間とする。なお，入院等のために遠隔の医療機関

等へ赴く場合にあっては，往復に要する日数を加えた日数とする。 
  一 ドナー候補者として，確認検査等の説明及び確認検査を受ける日 
  二 ドナー候補者として，骨髄液又は末梢血幹細胞採取に関する最終説明及び最終同意

のために医療機関等に赴く日 
  三 ドナーとして，骨髄液又は末梢血幹細胞採取前の健康診断を行う日 
  四 骨髄液採取時に用いる自己血保存のための採血を行う日 
  五 末梢血幹細胞採取前の顆粒球コロニー刺激因子（G-CSF）の注射を行う日 
  六 骨髄液又は末梢血幹細胞採取に伴い入院する日 
  七 骨髄液又は末梢血幹細胞採取後の健康診断を行う日 
  八 その他骨髄バンク事業に関する手続等に必要となる日 
 
３ 準公欠の届出 
    準公欠の届出は，上記２に掲げる各期間の終了後，その都度，別紙様式５により，学

生が所属する学部等の教務担当へ，財団法人 骨髄移植推進財団の発行する証明書とと

もに提出するものとする。 
    学部等の教務担当は，届出を受理した場合は，その写しにより，授業担当教員へ連絡

するものとする。 
 
４ 準公欠の授業の取扱い 
    準公欠として取り扱う授業については，原則として補講は行わず，レポートやｅラー

ニング等により授業担当教員が当該授業に相当する学習を課すものとする。ただし，授

業担当教員の判断により補講を行うことがある。 
 
 
※ 別紙様式５は省略
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                                                              別紙５（第７関係） 
 

骨髄移植のための骨髄液提供等  【準公欠】 

 
１ 学生が，骨髄移植のために，配偶者，父母，子及び兄弟姉妹その他親族以外の者に，

骨髄液提供等を行おうとする場合であって，財団法人 骨髄移植推進財団に対してドナ

ー登録を行った後，ドナー候補者又はドナーとなり，骨髄液提供等に必要な入院等のた

めに出席できなかった授業については，届出により，準公欠扱いとする。 
 
２ 準公欠となる期間 
    準公欠となる期間は，次に掲げる期間とする。なお，入院等のために遠隔の医療機関

等へ赴く場合にあっては，往復に要する日数を加えた日数とする。 
  一 ドナー候補者として，確認検査等の説明及び確認検査を受ける日 
  二 ドナー候補者として，骨髄液又は末梢血幹細胞採取に関する最終説明及び最終同意

のために医療機関等に赴く日 
  三 ドナーとして，骨髄液又は末梢血幹細胞採取前の健康診断を行う日 
  四 骨髄液採取時に用いる自己血保存のための採血を行う日 
  五 末梢血幹細胞採取前の顆粒球コロニー刺激因子（G-CSF）の注射を行う日 
  六 骨髄液又は末梢血幹細胞採取に伴い入院する日 
  七 骨髄液又は末梢血幹細胞採取後の健康診断を行う日 
  八 その他骨髄バンク事業に関する手続等に必要となる日 
 
３ 準公欠の届出 
    準公欠の届出は，上記２に掲げる各期間の終了後，その都度，別紙様式５により，学

生が所属する学部等の教務担当へ，財団法人 骨髄移植推進財団の発行する証明書とと

もに提出するものとする。 
    学部等の教務担当は，届出を受理した場合は，その写しにより，授業担当教員へ連絡

するものとする。 
 
４ 準公欠の授業の取扱い 
    準公欠として取り扱う授業については，原則として補講は行わず，レポートやｅラー

ニング等により授業担当教員が当該授業に相当する学習を課すものとする。ただし，授

業担当教員の判断により補講を行うことがある。 
 
 
※ 別紙様式５は省略

別紙６（第８関係） 

災害ボランティア活動  【準公欠】 

 
１ 学生が，災害ボランティア活動に従事するために出席できなかった授業については，

下記６に定める所定の手続を経て，準公欠扱いとする。 
 
２ 対象となる災害 
    準公欠扱いの対象となる災害については，教育担当理事が決定し，別紙様式６－１に

より，その都度，公示するものとする。 
 
３ 保護者等の同意 
    災害ボランティア活動を希望する学生（以下「当該学生」という。）は，あらかじめ

保護者等の同意を得て，自己の責任において，災害ボランティア活動に従事するものと

する。 
 
４ ボランティア団体への所属及び保険への加入 
    当該学生は，地方自治体又は各都道府県・市町村等の社会福祉協議会等のいずれかの

ボランティア団体の下で，災害ボランティア活動に従事するものとする。ただし，日本

国外における災害ボランティア活動に従事する場合は，任意の非政府組織（ＮＧＯ）又

は特定非営利活動法人団体（ＮＰＯ）等に所属し，その責任の下で，災害ボランティア

活動に従事するものとする。 
    また，災害ボランティア活動に従事する際は，事前に，社会福祉協議会等が取り扱う

ボランティア活動保険に加入するものとする。ただし，日本国外における災害ボランテ

ィア活動に従事する場合は，現地での災害ボランティア活動及び天災に対応する然るべ

き保険に加入するものとする。 
 
５ 準公欠となる期間 
    準公欠となる期間は，一の学期において７日の範囲内とし，現地へ赴く場合の往復に

要する日数を含むものとする。 
 
６ 準公欠の手続 
    準公欠の手続は，次のとおりとする。 
    ① 当該学生は，災害ボランティア活動のために現地に赴く前に，指導教員等へ，

別紙様式６－２「災害ボランティア活動届出書」及び別紙様式６－３「学生の災
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害ボランティア活動による授業欠席に係る準公欠の取扱いについて（依頼）」を

提出するものとする。 
    ② 指導教員等は，当該学生から提出された別紙様式６－２及び別紙様式６－３の

内容を確認の上，授業への影響等を考慮して教育的指導を行い，当該災害ボラン

ティア活動が適当であると認めるときは，これを許可するものとする。 
    ③ 当該学生は，指導教員等の確認を得た後，所属する学部等の教務担当へ，別紙

様式６－２及び別紙様式６－３を提出するものとする。 
    ④ 学部等の教務担当は，当該学生から提出された書類が適切に記入されているこ

と及び社会福祉協議会等が取り扱うボランティア活動保険に加入済みであること

を確認の上，受領した後，必要に応じて，関係教務委員会等へ報告するものとす

る。 
    ⑤ 当該学生は，災害ボランティア活動終了後に，別紙様式「災害ボランティア活

動報告書」を，学部等の教務担当へ提出するものとする。 
        なお，災害ボランティア活動において事故にあった場合は，事故報告書（様式

任意）を併せて提出するものとする。 
    ⑥ 学部等の教務担当は，当該学生から提出された証明書等を確認した後，別紙様

式６－３を複写し，授業担当教員へ通知するとともに，必要に応じて，関係教務

委員会等へ報告するものとする。 
 
７ 準公欠の授業の取扱い 
    準公欠として取り扱う授業については，原則として補講は行わず，レポートやｅラー

ニング等により授業担当教員が当該授業に相当する学習を課すものとする。ただし，授

業担当教員の判断により補講を行うことがある。 
 
 
※ 別紙様式６－１～３及び別紙様式「災害ボランティア活動報告書」は省略 
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害ボランティア活動による授業欠席に係る準公欠の取扱いについて（依頼）」を

提出するものとする。 
    ② 指導教員等は，当該学生から提出された別紙様式６－２及び別紙様式６－３の

内容を確認の上，授業への影響等を考慮して教育的指導を行い，当該災害ボラン

ティア活動が適当であると認めるときは，これを許可するものとする。 
    ③ 当該学生は，指導教員等の確認を得た後，所属する学部等の教務担当へ，別紙

様式６－２及び別紙様式６－３を提出するものとする。 
    ④ 学部等の教務担当は，当該学生から提出された書類が適切に記入されているこ

と及び社会福祉協議会等が取り扱うボランティア活動保険に加入済みであること

を確認の上，受領した後，必要に応じて，関係教務委員会等へ報告するものとす

る。 
    ⑤ 当該学生は，災害ボランティア活動終了後に，別紙様式「災害ボランティア活

動報告書」を，学部等の教務担当へ提出するものとする。 
        なお，災害ボランティア活動において事故にあった場合は，事故報告書（様式

任意）を併せて提出するものとする。 
    ⑥ 学部等の教務担当は，当該学生から提出された証明書等を確認した後，別紙様

式６－３を複写し，授業担当教員へ通知するとともに，必要に応じて，関係教務

委員会等へ報告するものとする。 
 
７ 準公欠の授業の取扱い 
    準公欠として取り扱う授業については，原則として補講は行わず，レポートやｅラー

ニング等により授業担当教員が当該授業に相当する学習を課すものとする。ただし，授

業担当教員の判断により補講を行うことがある。 
 
 
※ 別紙様式６－１～３及び別紙様式「災害ボランティア活動報告書」は省略 

全国瞬時警報システムが発信され弾道ミサイルが落下した場合の 
授業等の取扱いについて 

 
 

 
この取扱いは，学生の通学が困難となる事由が発生した場合における授業等の取扱いに
ついて（平成２１年９月１６日学長裁定）第９の規定に基づき，全国瞬時警報システム
（以下「Ｊアラート」という。）が発信され，弾道ミサイルが落下した場合の授業等の
取扱いについて，次のとおり定める。 
 
第１ 休講の判断は以下のとおりとする。 
一 Ｊアラートが発信され，岡山県内（三朝地区においては，鳥取県内。）に弾道サ

イルが落下した場合，当日の全ての授業を休講とする。ただし，授業中に弾道ミサイル
が落下した場合，開講中の授業については，授業担当教員が継続可能か否かを判断する。 

二 翌日以降の対応については，本学危機対策本部の指示による。 
 
第２ 安全の確保及び周知方法等は以下のとおりとする。 

一 授業担当教員は，授業中にＪアラートの発信を確認した際は，屋内にいる場合は，
できるだけ窓から離れ，できれば窓のない部屋へ移動する等学生の安全の確保に努め
る。また，屋外にいる場合は，近くの建物や地下に避難する，又は近くに建物がない場
合は，物陰に身を隠すか地面に伏せ頭部を守る等，学生の安全の確保に努める。 
二 休講の周知は，原則として，Ｇｍａｉｌ，学内掲示，本学のホームページ及びマ

スメディア等を通じて行うものとする。 
 
第３ 休講措置が取られた場合，課外活動は全て禁止とする。 
 
第４ 第１による休講措置の対象とならない地域に弾道ミサイルが落下し，通学に利
用する交通機関の運行休止等により通学が困難な場合は，届出により，出席できなかっ
た授業を公欠扱いとする。 
 
第５ 公欠の届出は，後日，「学生の通学が困難となる事由が発生した場合における授
業等の取 扱いについて」の別紙様式１「授業公欠届（気象警報等・交通機関の運休）」
により，学生が所属する学部・コース，研究科，特別支援教育特別専攻科，養護教諭特
別別科の教務担当（以 下「学部等の教務担当」という。）へ提出するものとする。 

学部等の教務担当は，届出を受理した場合は，その写しにより授業担当教員へ連絡
するものとする。 
 
第６ 休講及び公欠の授業の取扱いについては，以下のとおりとする。 

一 休講として取り扱う授業については，後日，原則として補講を行うものとする。 
二 公欠として取り扱う授業については，原則として補講は行わず，レポートやｅラ

ーニング等により授業担当教員が当該授業に相当する学習を課すものとする。ただし，
授業担当教員の判断により補講を行うことがある。 
 
 

附 則 
この取扱いは，平成２９年１１月 ７日から施行する。 

 
 

平成２９年１１月 ７日 
学 長 裁 定 

－ 35 －－ 34 －



ⅩⅢ 保護者への成績通知について

保護者の方との連携により，学生へのより適切な修学指導を行うことを目的として，毎

年度３月に通算の成績を，保護者の方へ通知する。

なお，特段の理由（※）により，保護者への成績通知を希望しない場合には，入学後の

７月末日までに，法務研究科教務担当へ申し出ること。審査の上，その結果を通知する。

期日までに申し出がなかった場合は，保護者への成績通知に同意したものとして取り

扱う。

※特段の理由とは…

１）社会人学生，２）両親がいないといった場合等で，成績を通知すべき適当な対象者が

いない学生及び３）その他保護者へ成績通知することが適当でない特段の事情がある学生

に限る。
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ⅩⅢ 保護者への成績通知について

保護者の方との連携により，学生へのより適切な修学指導を行うことを目的として，毎

年度３月に通算の成績を，保護者の方へ通知する。

なお，特段の理由（※）により，保護者への成績通知を希望しない場合には，入学後の

７月末日までに，法務研究科教務担当へ申し出ること。審査の上，その結果を通知する。

期日までに申し出がなかった場合は，保護者への成績通知に同意したものとして取り

扱う。

※特段の理由とは…

１）社会人学生，２）両親がいないといった場合等で，成績を通知すべき適当な対象者が

いない学生及び３）その他保護者へ成績通知することが適当でない特段の事情がある学生

に限る。
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教育方針

法学未修者（３年型）

学年    法律基本科目   実務基礎科目  基礎隣接 展開・先端科目 

 

 

１ 

 

年 

 

次 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

年 

 

次 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

年 

 

次 

 

 

実
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法
と
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法
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と
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的
知
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の
習
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実
体
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と
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続
法
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応
用
力
の
育
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問
題
発
見
、

事
案
の
解
決
能
力
の
育
成 

実
体
法
と
手
続
法
に
関
す
る
総
合
的
理
解

力
・
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用
力
の
育
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見
、
事
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の
解

決
能
力
、
総
合
的
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能
力･

批
判
能
力
の
育
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件
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実
論
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事
実
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論
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ど
実
務

理
論
の
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礎
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識
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得 

実
務
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論
の
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力
、
実
務
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本
技
能
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実
務
実
習→
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務
に
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け
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本
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能
の
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法
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用
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法情報処理に関する基本技能の習得 
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教育方針

法学未修者（３年型）

学年    法律基本科目   実務基礎科目  基礎隣接 展開・先端科目 
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法情報処理に関する基本技能の習得 

 

 

法学既修者（２年型）

 

学年    法律基本科目      実務基礎科目 基礎隣接 展開・先端科目 
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法情報処理に関する基本技能の習得 
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カリキュラムに基づく履修例

＜在学中司法試験受験希望者＞ 法学未修者（３年型） 医療・福祉に強いローヤーを目指す場合

学年・期別 修得単位数 科目名

１年

前

期
１８単位

Ⅰ 憲法Ⅰ 統治 ／民法Ⅰ ／民法Ⅱ ／刑法

／法解釈入門

Ⅱ 企業会計論

後

期
２０単位

Ⅰ 憲法Ⅱ 人権 ／民法Ⅲ ／商法 ／民事訴訟法

／刑事訴訟法

Ⅱ 社会保障制度論

２年

前

期
２０単位

Ⅱ

Ⅲ

人権演習 ／行政法特論 ／民法演習Ⅰ

／民法演習Ⅱ ／民事訴訟法演習

／刑事訴訟法演習

行政法解釈の基礎

Ⅰ 法曹倫理 ／要件事実と事実認定の基礎

Ⅰ 労働法Ⅰ

後

期
１６単位

Ⅱ 憲法演習 ／行政法演習 ／民法演習Ⅲ

／商法演習 ／刑法演習

Ⅰ 労働法Ⅱ

３年

前

期
８単位

Ⅲ 公法応用演習 ／民事法応用演習 ／刑事法応用演習

Ⅲ 要件事実・民事法演習

後

期
１４単位

Ⅰ 民事訴訟実務 ／刑事訴訟実務

Ⅱ

Ⅲ

社会保障法 ／家事事件特論

／福祉リスクマネジメント論 ／少年法

民事執行・保全法

通

年
５単位

Ⅰ

Ⅱ ）

Ⅱ

ローヤリング

模擬裁判

医療福祉研究（ネットワーク・セミナー）

合計１０１単位

※１ ゴシック体太字は必修科目。

※２ 科目及び 科目のうち一部の科目は隔年で開講する（当該年度に開講されるとは限らない）。

また，前期後期が入れ替わることもあるので注意すること。

※３ 科目によって履修要件が課されているものがあるので注意すること。

－ 40 －



＜修了後司法試験受験希望者＞ 法学未修者（３年型） 医療・福祉に強いローヤーを目指す場合

学年・期別 修得単位数 科目名

１年

前

期
１８単位

Ⅰ 憲法Ⅰ 統治 ／民法Ⅰ ／民法Ⅱ ／刑法

／法解釈入門

Ⅱ 企業会計論

後

期
２０単位

Ⅰ 憲法Ⅱ 人権 ／民法Ⅲ ／商法 ／民事訴訟法

／刑事訴訟法

Ⅱ 社会保障制度論

２年

前

期
１８単位

Ⅱ

Ⅲ

人権演習 ／行政法特論 ／民法演習Ⅰ

／民法演習Ⅱ ／民事訴訟法演習 ／刑事訴訟法演習

行政法解釈の基礎

Ⅰ 法曹倫理 ／要件事実と事実認定の基礎

後

期
１８単位

Ⅱ 憲法演習 ／行政法演習 ／民法演習Ⅲ ／商法演習

／刑法演習

Ⅰ 民事訴訟実務 ／刑事訴訟実務

３年

前

期
１４単位

Ⅲ 公法応用演習 ／民事法応用演習 ／刑事法応用演習

Ⅲ 要件事実・民事法演習

Ⅰ

Ⅱ

労働法Ⅰ

医事法Ⅰ ／医事法Ⅱ

後

期
８単位

Ⅰ

Ⅱ

労働法Ⅱ

社会保障法 ／家事事件特論

／福祉リスクマネジメント論

通

年
５単位

Ⅰ

Ⅱ

ローヤリング

エクスターンシップ・クリニック

Ⅱ 医療福祉研究（ネットワーク・セミナー）

合計１０１単位

※１ ゴシック体太字は必修科目。

※２ 科目及び 科目のうち一部の科目は隔年で開講する（当該年度に開講されるとは限らない）。

また，前期後期が入れ替わることもあるので注意すること。

※３ 科目によって履修要件が課されているものがあるので注意すること。

カリキュラムに基づく履修例

＜在学中司法試験受験希望者＞ 法学未修者（３年型） 医療・福祉に強いローヤーを目指す場合

学年・期別 修得単位数 科目名

１年

前

期
１８単位

Ⅰ 憲法Ⅰ 統治 ／民法Ⅰ ／民法Ⅱ ／刑法

／法解釈入門

Ⅱ 企業会計論

後

期
２０単位

Ⅰ 憲法Ⅱ 人権 ／民法Ⅲ ／商法 ／民事訴訟法

／刑事訴訟法

Ⅱ 社会保障制度論

２年

前

期
２０単位

Ⅱ

Ⅲ

人権演習 ／行政法特論 ／民法演習Ⅰ

／民法演習Ⅱ ／民事訴訟法演習

／刑事訴訟法演習

行政法解釈の基礎

Ⅰ 法曹倫理 ／要件事実と事実認定の基礎

Ⅰ 労働法Ⅰ

後

期
１６単位

Ⅱ 憲法演習 ／行政法演習 ／民法演習Ⅲ

／商法演習 ／刑法演習

Ⅰ 労働法Ⅱ

３年

前

期
８単位

Ⅲ 公法応用演習 ／民事法応用演習 ／刑事法応用演習

Ⅲ 要件事実・民事法演習

後

期
１４単位

Ⅰ 民事訴訟実務 ／刑事訴訟実務

Ⅱ

Ⅲ

社会保障法 ／家事事件特論

／福祉リスクマネジメント論 ／少年法

民事執行・保全法

通

年
５単位

Ⅰ

Ⅱ ）

Ⅱ

ローヤリング

模擬裁判

医療福祉研究（ネットワーク・セミナー）

合計１０１単位

※１ ゴシック体太字は必修科目。

※２ 科目及び 科目のうち一部の科目は隔年で開講する（当該年度に開講されるとは限らない）。

また，前期後期が入れ替わることもあるので注意すること。

※３ 科目によって履修要件が課されているものがあるので注意すること。
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＜在学中司法試験受験希望者＞ 法学未修者（３年型） ビジネス・ローヤーを目指す場合

学年・期別 修得単位数 科目名

１年

前

期
２０単位

Ⅰ 憲法Ⅰ 統治 ／民法Ⅰ ／民法Ⅱ ／刑法

／法解釈入門

Ⅱ 企業会計論 ／法社会学

後

期
１８単位

Ⅰ 憲法Ⅱ 人権 ／民法Ⅲ ／商法 ／民事訴訟法

／刑事訴訟法

２年

前

期
２０単位

Ⅱ

Ⅲ

人権演習 ／行政法特論 ／民法演習Ⅰ

／民法演習Ⅱ ／民事訴訟法演習 ／刑事訴訟法演習

行政法解釈の基礎

Ⅰ 法曹倫理 ／要件事実と事実認定の基礎

Ⅰ 経済法Ⅰ

後

期
１６単位

Ⅱ 憲法演習 ／行政法演習 ／民法演習Ⅲ

／商法演習 ／刑法演習

Ⅰ 経済法Ⅱ

３年

前

期
８単位

Ⅲ 公法応用演習 ／民事法応用演習 ／刑事法応用演習

Ⅲ 要件事実・民事法演習

後

期
１８単位

Ⅰ 民事訴訟実務 ／刑事訴訟実務

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

知的財産法Ⅱ

社会保障法 ／消費者法

民事執行・保全法 ／経済刑法 ／企業法務

／地域組織内法務 ネットワーク・セミナー

通

年
３単位

Ⅰ

Ⅱ ）

ローヤリング

模擬裁判

合計１０３単位

※１ ゴシック体太字は必修科目。

※２ 科目及び 科目のうち一部の科目は隔年で開講する（当該年度に開講されるとは限らない）。

また，前期後期が入れ替わることもあるので注意すること。

※３ 科目によって履修要件が課されているものがあるので注意すること。

－ 42 －



＜修了後司法試験受験希望者＞ 法学未修者（３年型） ビジネス・ローヤーを目指す場合

学年・期別 修得単位数 科目名

１年

前

期
２０単位

Ⅰ 憲法Ⅰ 統治 ／民法Ⅰ ／民法Ⅱ ／刑法

／法解釈入門

Ⅱ 企業会計論 ／法社会学

後

期
１８単位

Ⅰ 憲法Ⅱ 人権 ／民法Ⅲ ／商法 ／民事訴訟法

／刑事訴訟法

２年

前

期
１８単位

Ⅱ

Ⅲ

人権演習 ／行政法特論 ／民法演習Ⅰ

／民法演習Ⅱ ／民事訴訟法演習 ／刑事訴訟法演習

行政法解釈の基礎

Ⅰ 法曹倫理 ／要件事実と事実認定の基礎

後

期
１８単位

Ⅱ 憲法演習 ／行政法演習 ／民法演習Ⅲ ／商法演習

／刑法演習

Ⅰ 民事訴訟実務 ／刑事訴訟実務

３年

前

期
１２単位

Ⅲ 公法応用演習 ／民事法応用演習 ／刑事法応用演習

Ⅲ 要件事実・民事法演習

Ⅰ 経済法Ⅰ ／知的財産法Ⅰ

後

期
１２単位

Ⅰ

Ⅲ

経済法Ⅱ ／知的財産法Ⅱ

民事執行・保全法 ／企業法務 ／経済刑法

／地域組織内法務（ネットワーク・セミナー）

通

年
３単位

Ⅰ

Ⅱ

ローヤリング

模擬裁判

合計１０１単位

※１ ゴシック体太字は必修科目。

※２ 科目及び 科目のうち一部の科目は隔年で開講する（当該年度に開講されるとは限らない）。

また，前期後期が入れ替わることもあるので注意すること。

※３ 科目によって履修要件が課されているものがあるので注意すること。

＜在学中司法試験受験希望者＞ 法学未修者（３年型） ビジネス・ローヤーを目指す場合

学年・期別 修得単位数 科目名

１年

前

期
２０単位

Ⅰ 憲法Ⅰ 統治 ／民法Ⅰ ／民法Ⅱ ／刑法

／法解釈入門

Ⅱ 企業会計論 ／法社会学

後

期
１８単位

Ⅰ 憲法Ⅱ 人権 ／民法Ⅲ ／商法 ／民事訴訟法

／刑事訴訟法

２年

前

期
２０単位

Ⅱ

Ⅲ

人権演習 ／行政法特論 ／民法演習Ⅰ

／民法演習Ⅱ ／民事訴訟法演習 ／刑事訴訟法演習

行政法解釈の基礎

Ⅰ 法曹倫理 ／要件事実と事実認定の基礎

Ⅰ 経済法Ⅰ

後

期
１６単位

Ⅱ 憲法演習 ／行政法演習 ／民法演習Ⅲ

／商法演習 ／刑法演習

Ⅰ 経済法Ⅱ

３年

前

期
８単位

Ⅲ 公法応用演習 ／民事法応用演習 ／刑事法応用演習

Ⅲ 要件事実・民事法演習

後

期
１８単位

Ⅰ 民事訴訟実務 ／刑事訴訟実務

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

知的財産法Ⅱ

社会保障法 ／消費者法

民事執行・保全法 ／経済刑法 ／企業法務

／地域組織内法務 ネットワーク・セミナー

通

年
３単位

Ⅰ

Ⅱ ）

ローヤリング

模擬裁判

合計１０３単位

※１ ゴシック体太字は必修科目。

※２ 科目及び 科目のうち一部の科目は隔年で開講する（当該年度に開講されるとは限らない）。

また，前期後期が入れ替わることもあるので注意すること。

※３ 科目によって履修要件が課されているものがあるので注意すること。
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＜在学中司法試験受験希望者＞法学既修者（２年型） 医療・福祉に強いローヤーを目指す場合

学年・期別 修得単位数 科目名

１年

前

期
２０単位

Ⅱ

Ⅲ

人権演習 ／行政法特論 ／民法演習Ⅰ

／民法演習Ⅱ ／民事訴訟法演習

／刑事訴訟法演習

行政法解釈の基礎

Ⅰ 法曹倫理 ／要件事実と事実認定の基礎

Ⅰ 労働法Ⅰ

後

期
１６単位

Ⅱ 憲法演習 ／行政法演習 ／民法演習Ⅲ

／商法演習 ／刑法演習

Ⅰ 労働法Ⅱ

２年

前

期
１０単位

Ⅲ 公法応用演習 ／民事法応用演習

／刑事法応用演習

Ⅲ 要件事実・民事法演習

Ⅱ 企業会計論

後

期
１６単位

Ⅰ 民事訴訟実務 ／刑事訴訟実務

Ⅰ 社会保障制度論

Ⅱ

Ⅲ

社会保障法 ／家事事件特論

／福祉リスクマネジメント論 ／少年法

民事執行・保全法

通

年
５単位

Ⅰ

Ⅱ ）

ローヤリング

模擬裁判

Ⅱ 医療福祉研究（ネットワーク・セミナー）

合計６７単位

※１ ゴシック体太字は必修科目。

※２ 科目及び 科目のうち一部の科目は隔年で開講する（当該年度に開講されるとは限らない）。

また，前期後期が入れ替わることもあるので注意すること。

※３ 科目によって履修要件が課されているものがあるので注意すること。
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＜在学中司法試験受験希望者＞法学既修者（２年型） 医療・福祉に強いローヤーを目指す場合

学年・期別 修得単位数 科目名

１年

前

期
２０単位

Ⅱ

Ⅲ

人権演習 ／行政法特論 ／民法演習Ⅰ

／民法演習Ⅱ ／民事訴訟法演習

／刑事訴訟法演習

行政法解釈の基礎

Ⅰ 法曹倫理 ／要件事実と事実認定の基礎

Ⅰ 労働法Ⅰ

後

期
１６単位

Ⅱ 憲法演習 ／行政法演習 ／民法演習Ⅲ

／商法演習 ／刑法演習

Ⅰ 労働法Ⅱ

２年

前

期
１０単位

Ⅲ 公法応用演習 ／民事法応用演習

／刑事法応用演習

Ⅲ 要件事実・民事法演習

Ⅱ 企業会計論

後

期
１６単位

Ⅰ 民事訴訟実務 ／刑事訴訟実務

Ⅰ 社会保障制度論

Ⅱ

Ⅲ

社会保障法 ／家事事件特論

／福祉リスクマネジメント論 ／少年法

民事執行・保全法

通

年
５単位

Ⅰ

Ⅱ ）

ローヤリング

模擬裁判

Ⅱ 医療福祉研究（ネットワーク・セミナー）

合計６７単位

※１ ゴシック体太字は必修科目。

※２ 科目及び 科目のうち一部の科目は隔年で開講する（当該年度に開講されるとは限らない）。

また，前期後期が入れ替わることもあるので注意すること。

※３ 科目によって履修要件が課されているものがあるので注意すること。

＜修了後司法試験受験希望者＞ 法学既修者（２年型） 医療・福祉に強いローヤーを目指す場合

学年・期別 修得単位数 科目名

１年

前

期
１８単位

Ⅱ

Ⅲ

人権演習 ／行政法特論 ／民法演習Ⅰ

／民法演習Ⅱ ／民事訴訟法演習 ／刑事訴訟法演習

行政法解釈の基礎

Ⅰ 法曹倫理 ／要件事実と事実認定の基礎

後

期
１８単位

Ⅱ 憲法演習 ／行政法演習 ／民法演習Ⅲ ／商法演習

／刑法演習

Ⅰ 民事訴訟実務 ／刑事訴訟実務

２年

前

期
１６単位

Ⅲ 公法応用演習 ／民事法応用演習 ／刑事法応用演習

Ⅲ 要件事実・民事法演習

Ⅱ 企業会計論

Ⅰ

Ⅱ

労働法Ⅰ

医事法Ⅰ ／医事法Ⅱ

後

期
１０単位

Ⅱ 社会保障制度論

Ⅰ

Ⅱ

労働法Ⅱ

社会保障法 ／家事事件特論 ／福祉リスクマネジメント

論

通

年
５単位

Ⅰ

Ⅱ

ローヤリング

エクスターンシップ・クリニック

Ⅱ 医療福祉研究（ネットワーク・セミナー）

合計６７単位

※１ ゴシック体太字は必修科目。

※２ 科目及び 科目のうち一部の科目は隔年で開講する（当該年度に開講されるとは限らない）。

また，前期後期が入れ替わることもあるので注意すること。

※３ 科目によって履修要件が課されているものがあるので注意すること。
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＜在学中司法試験受験希望者＞ 法学既修者（２年型） ビジネス・ローヤーを目指す場合

学年・期別 修得単位数 科目名

１年

前

期
２０単位

Ⅱ

Ⅲ

人権演習 ／行政法特論 ／民法演習Ⅰ

／民法演習Ⅱ ／民事訴訟法演習

／刑事訴訟法演習

行政法解釈の基礎

Ⅰ 法曹倫理 ／要件事実と事実認定の基礎

Ⅰ 経済法Ⅰ

後

期
１６単位

Ⅱ 憲法演習 ／行政法演習 ／民法演習Ⅲ

／商法演習 ／刑法演習

Ⅰ 経済法Ⅱ

２年

前

期
１０単位

Ⅲ 公法応用演習 ／民事法応用演習

／刑事法応用演習

Ⅲ 要件事実・民事法演習

Ⅱ 企業会計論

後

期
２０単位

Ⅰ 民事訴訟実務 ／刑事訴訟実務

Ⅰ 行政学

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

知的財産法Ⅱ

社会保障法 ／消費者法

民事執行・保全法 ／経済刑法 ／企業法務

／地域組織内法務 ネットワーク・セミナー

通

年
３単位

Ⅰ

Ⅱ ）

ローヤリング

模擬裁判

合計６９単位

※１ ゴシック体太字は必修科目。

※２ 科目及び 科目のうち一部の科目は隔年で開講する（当該年度に開講されるとは限らない）。

また，前期後期が入れ替わることもあるので注意すること。

※３ 科目によって履修要件が課されているものがあるので注意すること。
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＜在学中司法試験受験希望者＞ 法学既修者（２年型） ビジネス・ローヤーを目指す場合

学年・期別 修得単位数 科目名

１年

前

期
２０単位

Ⅱ

Ⅲ

人権演習 ／行政法特論 ／民法演習Ⅰ

／民法演習Ⅱ ／民事訴訟法演習

／刑事訴訟法演習

行政法解釈の基礎

Ⅰ 法曹倫理 ／要件事実と事実認定の基礎

Ⅰ 経済法Ⅰ

後

期
１６単位

Ⅱ 憲法演習 ／行政法演習 ／民法演習Ⅲ

／商法演習 ／刑法演習

Ⅰ 経済法Ⅱ

２年

前

期
１０単位

Ⅲ 公法応用演習 ／民事法応用演習

／刑事法応用演習

Ⅲ 要件事実・民事法演習

Ⅱ 企業会計論

後

期
２０単位

Ⅰ 民事訴訟実務 ／刑事訴訟実務

Ⅰ 行政学

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

知的財産法Ⅱ

社会保障法 ／消費者法

民事執行・保全法 ／経済刑法 ／企業法務

／地域組織内法務 ネットワーク・セミナー

通

年
３単位

Ⅰ

Ⅱ ）

ローヤリング

模擬裁判

合計６９単位

※１ ゴシック体太字は必修科目。

※２ 科目及び 科目のうち一部の科目は隔年で開講する（当該年度に開講されるとは限らない）。

また，前期後期が入れ替わることもあるので注意すること。

※３ 科目によって履修要件が課されているものがあるので注意すること。

＜修了後司法試験受験希望者＞ 法学既修者（２年型） ビジネス・ローヤーを目指す場合

学年・期別 修得単位数 科目名

１年

前

期
１８単位

Ⅱ

Ⅲ

人権演習 ／行政法特論 ／民法演習Ⅰ

／民法演習Ⅱ ／民事訴訟法演習 ／刑事訴訟法演習

行政法解釈の基礎

Ⅰ 法曹倫理 ／要件事実と事実認定の基礎

後

期
１８単位

Ⅱ 憲法演習 ／行政法演習 ／民法演習Ⅲ ／商法演習

／刑法演習

Ⅰ 民事訴訟実務 ／刑事訴訟実務

２年

前

期
１４単位

Ⅲ 公法応用演習 ／民事法応用演習 ／刑事法応用演習

Ⅲ 要件事実・民事法演習

Ⅱ 企業会計論

Ⅰ 経済法Ⅰ ／知的財産法Ⅰ

後

期
１４単位

Ⅱ 行政学

Ⅰ

Ⅱ

経済法Ⅱ ／知的財産法Ⅱ

民事執行・保全法 ／企業法務 ／経済刑法

／地域組織内法務（ネットワーク・セミナー）

通

年
３単位

Ⅰ

Ⅱ

ローヤリング

模擬裁判

合計６７単位

※１ ゴシック体太字は必修科目。

※２ 科目及び 科目のうち一部の科目は隔年で開講する（当該年度に開講されるとは限らない）。

また，前期後期が入れ替わることもあるので注意すること。

※３ 科目によって履修要件が課されているものがあるので注意すること。
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